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Academic×Financial Report 2020 ߨקに͍たͮͱ

国立大学も間ة業と同じよ͑にࡔ務ঀනをࡠっています。
ຘ年、4݆1ೖから3݆31ೖまでの一年間の大学経営実をଝӻ計算ॽにまとめています。

য়ସをୁई対লනにまとめています。さらࡔ、産の૱ֻなどといったࣁ産の૱ֻや९ࣁ
にそれらを補ଏするキϡρシュϓロー計算ॽや業務実施αスト計算ॽ、多数の明ࡋॽ
等々、多数の開ࣖॽྪをࡠっています。しかし国立大学のࡔ務ঀනはいΘいΘな点でಢ特
で、なかなかಣΊմくのがೋしいのも事実です。

よりく国立大学のಊについてステーέϙϩξーのև様へઈ明責任をՎたしていくた
めには、ୱにࡔ務ঀනをࡠってޮ開するだけではなく、それをࣙらۅ的にかりやすく
ઈ明しなおし、あるいはさらにࡋなઈ明を行͑ことがච要だと考͓ています。
これは、学ਫ਼・保ޤ者のև様からいただいているद業ྋや、国のև様がෝ担している

੭ۜ、ة業のև様からいただく共同研究ඇ、ଖ業ਫ਼や市のև様からいただくرۜなど
をݱࡔとして運営さͦていただいている、国立大学としてのऀ会的責務の一つと考͓てお
ります。

また、ۛ年ʰඉࡔ務情報ʱについても報ࠄすることが重要視されています。一ൢに、ة
業ಊとい͑ものは、ֻۜでѴで͘るものばかりではありまͦΞ。環境との関ܐ、ऀ会
との関ܐなど、ࡔ務的にれないಊʻʰඉࡔ務ʱ的なಊにあれています。͓てして、
そ͑いったඉࡔ務的なಊこそ、あらたなՃがਫ਼まれるݱであり、ۅ的にة業情報を
ޮනしています。
そして、大学とい͑組織も、そ͑いったʰՃのݱʱとしての、数࣊にはනれてないよ

͑なಊをة業Ґ上に行っています。そこでຌ学では、ୱにࡔ務情報を報ࠄするのΊなら
ͥ、教育や研究などのඉࡔ務情報もめた、ຌ学がਫ਼Ίड़すՃのݱચを౹合的に報ࠄす
ることを目的としたʰAcademic × Financial Reportʱをࡠしております。

ຌϪϛートでは、ޮනされているࡔ務ঀනからだけではかりにくい点をで͘るか͙り
かりやすくおఽ͓すること、そしてචͥしも数࣊にはනれないがՃのଆとい͑点で
は重要であるよ͑なಊ実の়͟ղを通じて、国のև様、学ਫ਼とその保ޤ者のև様、
産学連携ة業のև様、ଖ業ਫ਼のև様など多様なステーέϙϩξーのև様へઈ明責任をՎ
たすことを目的としております。
このϪϛートがຌ学のಊを͟理մいただくࡏの一ঁとなることをبっております。
بりますよ͑、改めておࣂとも、ԥශ国立大学に対する͟支援͟ঁ言等をӀ͘କ͘ޛࠕ

いをਅし上͝ます。

ステーέϙϩξーのև様へ
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経営理೨

横浜国立大学ݓহ
横浜国立大学は、現実の社会との関わりを重ࢻする「実践性」、しいࢾみをқཋ的に推

進する「先進性」、社会સ体に大きくރを開く「開放性」、ք外とのިླྀをଇ進する「国
際性」を、建学からのྼ࢛の中でകわれた神として21、͝ܟ世نにおける世界の学ढ़研究
と教育に重要な地ิをくべく、力を重ねることを宣言する。この理念を実現するために
以Ծのことがらを長期の目標としてఈめる。

進性

Be INNOVATIVE

国内外の研究者と協しつつ最
の研究Վをड़して、人
ྪのஎ的ఴをक導する。教育、
研究、ऀ会߫ݛにおいて、ࣙ༟
なとな取り組Ίを支͓
るौೊな組織を構築し、効Վ的
な運用がなされるよ͑ྙする。

国ࡏ性

Be GLOBAL

ֆをୈに༄で͘るαϝュ
ωίーシϥン能ྙをͬ࣍、ҡช
化を理մする人ࡒを育すると
ともに、ཻ学ਫ਼・研究者のणけ
入れ・ഁݥをଇ進し、教育と研
究を通じたঀ外国とのިླྀの拡
大を図る。

開๎性

Be OPEN

市ऀ会、ஏҮ、産業ֆ、国、
ঀ外国が์͓る՟ୌのմ決にر
与する教育と研究を実ભする。
学ਫ਼と教職員のऀ会参Յを支援
し、教育、研究、運営のす΄て
のでऀ会に開かれた大学を目
指す。

実ભ性

Be ACTIVE

ঀ問ୌのຌ࣯を見ۅめ、࣎େの
ร化に対応しಚるौೊでଆ的
な問ୌմ決能ྙをᔽする。ݳ
実のਫ਼͘たऀ会にݬ点を置く学
問をࢦし、教育と研究のՎ
をもってऀ会のෳࢳとఴに߫
。するݛ

以、実践をࢭとする横浜国立大学は、ಃ性の高い組織とӣӨ体をߑし、ܯժ、実
行、Ճのサイクルにより個性ある大学րַを推進する。さらに、都市ؔۯに在りながら、
きわͫってྚかなΫϡンϏスを有する本学に集うすべての学生と教৮ҽは、ܛまれた環境
をң持しつつ、ৼਐともに݊߃な大学生活をӨむことを目指す。

４つのਈ

ฑ成16年 4月1日 横浜国立大学
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学長ϟッιーζ

21ن - ༩ࠖೋ͵࣎େ
21世نにり、時େは大きな点をܶえ、

デζタルサイエンスの発展、ঙࢢ高齢化に伴
う課題解決、地方をخ൭とした地域社会の活
性化などが求められています。中国をはじめ
とするڷ国のୈಆ、Ԧธにおける社会経済
の҈ఈ性などここ਼年のร化に加え、地ځ
規模での自ષ֒ࡄの大規模化やࡤ今のܗα
ロψΤイルス（COVID-19）の世界的な״ઝ
֨大は、ますます将来社会の先行きのಃ
さを増大させ、これまでの経ݩや知見ͫけで
は多様な問題を解決することが困ೋな時େに
なっています。また、IoTやAIなどデζタル化
をとするՌ学ٗढ़はྖࢢαンϒϣータ、ྖ
に進展し、社ܻٺ通৶にେනされるようにࢢ
会経済のร༲と相まって、21世ن社会が༩
困ೋな時େであることをනしています。

このような時େにこそ、າ解決のਜ਼解のໃ
い課題に立ち向かう研究者が重要な役割をՎ
たします。現在日本では国立大学ͫけでも༁6
ຬ5એ人の教ҽが、༁60ຬ人の学部・大学Ӆ生
の教育にあたりながら、一人一人が多種多様
な研究を進めています。こうした多様な研究
こそが今後の知ࣟ集༁ܗ社会のخ൭となり、
գڊからのྪ推ではາ来を見通すことが出来
ない今日の社会য়ڱにおいて重要な役割をՎ
たします。学生にとってもଖ業後、༩可
能な社会でࣆをするためにはたなՃ創
造に͝ܪる力をつける教育が必要であり、そ
のためにも高い水準の研究が大学の中で行わ
れなければなりませΞ。

横浜国立大学のช理༧ͳ国ࡏ
横浜国立大学は、建学以来のྼ࢛の中で育

まれてきた「実践性」「先進性」「開放性」
「国際性」の理念のԾに、 One Campusに人
文ܧ、社会ܧ、理ܧなどの多様な性を
有する教ҽが集い、それが可能な規模״から
生まれる機動性を強みとして、分野連携・融
合をଇ進し、社会実践を重ࢻした学ढ़研究と
それにخͰく教育を行うことで、֦分野で
一તの学ढ़研究成Վをあ͝てきました。近年

横浜国立大学15େ学長長୫部༒一（はせべΑういち）

では環境ๅ学ැ、都市Ռ学部・都市イノ
ベーション学ැといった文理融合の部ۃ（教
育組織）をઅしています。そして、ྫ3年
度からはSociety5.0に活༄できるՊ人材の
育成を目指す「先進実践学環」学Ғプログϧ
Ϟ（र࢞）を大学Ӆ横இܗで開અする༩ఈで
す。また、ཻ学生も༁1,000໌（学生ఈҽの1
割）が在籍し、ք外にഁݥする日本人学生も
༁700໌になるなど国際性も高めてきました。
さらに研究では、先端Ռ学高等研究Ӆ

（研究組織）をઅし、ք外から༑ऴな研究
者をणけれつつ世界最高水準の研究活動を
行うことで、「リスク共生学」という分野
をり開き、文理融合の教育研究活動を推進
しています。

1954年౨ښ都ۢ生まれ。経済学र࢞。環ଢฑ༺産業連関学会会長、
中国産業連関学会ޒ問などをྼ。研究分野はർֳ経済シスτϞ論、
産業連関論、環境経済論。कなஸॽ・研究に「マイαンによる経済
学」（੪ॽవ・共ஸ）、「環境・エϋルάー・成長の経済ߑ造分
ੵ」（「経済分ੵ」134ߺ経済企ժு経済研究所・共ஸ）、
“EconomicIntegration in East Asia” The WorldEconomy Vol28-
12 ,2006、「リスク共生学ʗ先端Ռ学ٗढ़でつくるらしとあらたな
社会」（؛વ出൝・共ஸ）など。
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15େ ԥශཱིࠅ学長

現在の世界的な課題であるSDGs（持続可能
な開発目標）の達成には、貧困、環境、成長
といった課題に個々に取り組むのではなく、
相互に関連する課題として包括的に取り組む
ことが求められています。また、COVID-19
の問題は、一部の学問分野が取り組むような
課題ではなく、分野連携・融合を通じて立ち
向かわなければならない複雑な課題です。

One Campusに集うことで文理融合やリスク
共生学の取り組みを進めてきた本学は、日本
と世界で将来起こりうる重要課題に機動的に
対応すべく、One Campusにおける組織の一体
化を更に進めます。それにより今後も文理融
合による知の統合を強力に推し進め、国内外
の他機関との連携も強化していき、日本また
世界の課題解決に対する世界最高水準のアカ
デミックな知見を更に創出していく所存です。

ਈઔݟͶཱིஏͤΖཱིࠅָͳ͢ͱ

また、地域に目を向けると、本学が立地する
神奈川県は、横浜・川崎という産業・人口の
大規模な集積地である一方、高度で多様な文
化を擁しながらも消滅の危機すら指摘される
自治体も抱えています。特に国際貿易港を持
つメガ都市である横浜市は、早くから多国
籍・多人種・多民族の人々との共生を実践し、
それが地域の活力の源となっている一方、外
国人居住者の増加に伴う多様で複雑な社会課
題や教育課題などの先鋭的な課題が生じてい
ます。さらに高度経済成長期に整備された広
大な郊外団地群では、高齢化問題の進行等、
都市の疲弊といった問題も増大しています。

本学は世界水準の教育研究を行うと同時に、
地方の問題、都市の問題が、社会や経済のグ
ローバル化に伴いながら同時かつ先端的に生
じている神奈川県に立地する国立大学として、
それらの課題にアカデミアとして取り組みを
重ねてきました。さらに「イノベーション都
市横浜」宣言（2019年1月）に見られるように、
横浜市ではイノベーション創出に向けた積極
的な取り組みが進められており、本学もその
中核となることが期待されています。また地
域の有力企業と本学との「横浜イノベーショ
ン研究会」（2019年3月）を発足させるなど、
様々な連携が進行し、「イノベーション創造
のための知と人材の集積拠点」としての役割
を高めています。

OneCampusͳΨʖϕϱγΦϱη
本学のさらなる教育研究の発展、イノベー

ション創出においては、学内外の多様な連携
を更に強化する必要があります。近年議論が
活発になっているオープンイノベーション、
オープンサイエンス等に関しても、マルチセ
クターでの連携が鍵となります。こうした今
後の本学の教育研究活動のより一層の展開の
ためには、建学以来、育まれてきた4つの理念
のうち特に「開放性」（be Open）のさらなる
推進が重要です。
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沿 革

冨山　保
昭和24.5.31～昭和27.8.4

初　代

江国　正義
昭和27.8.5～昭和28.4.20

事務取扱

江国　正義
昭和28.4.21～昭和34.3.31

第2代

黒澤　清
昭和34.4.1～昭和40.3.31

第3代

中村　康治
昭和40.4.1～昭和40.5.31

事務取扱

中村　康治
昭和40.6.1～昭和44.2.28

第4代

水戸部　正男
昭和44.3.1～昭和44.8.31

事務取扱

越村　信三郎
昭和44.9.1～昭和45.2.28

事務取扱

越村　信三郎
昭和45.3.1～昭和48.2.28

第5代

水戸部　正男
昭和48.3.1～昭和51.2.29

第6代

野村　正七
昭和51.3.1～昭和51.3.31

事務取扱

久保村　隆祐
昭和51.4.1～昭和54.3.31

第7代

野村　正七
昭和54.4.1～昭和60.3.31

第8代

横山　亨
昭和60.4.1～昭和63.3.31

第9代

太田　時男
昭和63.4.1～平成6.3.31

第10代

野村　東太
平成6.4.1～平成9.3.31

第11代

板垣　浩
平成9.4.1～平成15.3.31

第12代

飯田　嘉宏
平成15.4.1～平成21.3.31

第13代

鈴木　邦雄
平成21.4.1～平成27.3.31

第14代

長谷部　勇一
平成27.4.1～

第15代

小
学
校
教
員
養
成
所

（
1
�
�
4
）

第
一
〜
第
四
号
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

横
浜
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
尋
常
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

師
範
学
校
講
習
科

（
1
�
0
2
）

神
奈
川
県
女
子
師
範
学
校

（
1
�
0
�
）

神
奈
川
師
範
学
校

（
1
�
4
�
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

神
奈
川
県
立
実
業
補
習
学
校

教
員
養
成
所

（
1
�
2
0
）

神
奈
川
県
立
青
年
学
校

教
員
養
成
所

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
青
年
師
範
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

横
浜
高
等
商
業
学
校

（
1
�
2
�
）

横
浜
工
業
経
営
専
門
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
4
�
・
�
）

横
浜
経
済
専
門
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

横
浜
高
等
工
業
学
校

（
１
９
２
０
）

横
浜
工
業
専
門
学
校

（
１
９
４
４
・
４
〜
１
９
５
１
・
３
）

横
浜
国
立
大
学
（
1
�
4
�
年
�
月
�
1
日
設
置
）

学

　部

附属理科教育岩実験所
（1954.7.30設置）

附属真鶴理科教育実験所
（1959.4.1改称）

附属カーバイト化学研究施設
（1956.4.1設置）

附属材料基礎工学研究施設
（1965.4.1改称）

附属エネルギー材料研究施設
（1976.4.1改称）

廃止
（1985.3.31）

附属理科教育実習施設
（1974.4.1改称）

附属教育工学センター
（1978.4.1設置）

附属教育実践研究指導センター
（1984.4.1改称）

附属教育実践総合センター
（2002.4.1改組）

附属高度理科教員養成センター
（2010.10.21設置）

附属教育デザインセンター
（2010.4.26設置）

学芸学部（1949.5.31設置）

工学部（1949.5.31設置）

教育学部（1966.4.1改称）

附属養護学校（1979.4.1設置）

附属貿易文献資料センター（1978.4.1設置）

教育人間科学部（1997.10.1改組） 教育学部（2017.4.1改称）

附属アジア経済社会研究センター（2012.4.1改組）

附属鎌倉小学校（1949.5.31設置）

附属鎌倉中学校（1949.5.31設置）

附属横浜小学校（1949.5.31設置）

附属横浜中学校（1949.5.31設置）

経営学部（1967.6.1設置）

経済学部（1949.5.31設置）

理工学部（2011.4.1設置）

都市科学部（2017.4.1設置）

附属特別支援学校（2007.4.1改称）

大
学
院

教育学研究科（1979.4.1設置）

環境情報学府・環境情報研究院（2001.4.1設置）

経済学研究科（1972.4.1設置）

経営学研究科（1972.4.1設置）

国際経済法学研究科（1990.4.1設置）

国際社会科学研究科
（1999.4.1設置）

国際社会科学府・国際社会科学研究院
（2013.4.1設置）

国際開発研究科（1994.4.1設置）

工学府・工学研究院（2001.4.1改組）工学研究科（1963.4.1設置）

都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院
（2011.4.1設置）

附属臨海環境センター（2011.4.1移設）

国
立
大
学
法
人
横
浜
国
立
大
学
（
2
0
0
4
年
4
月
1
日
設
立
）

理工学府・工学研究院
（2018.4.1改組）

グローバルリーガルサポートセンター
（2018.10.1設置）

歴代学長

004 005

横浜国立大学のԌ革ʛ学部ͳ大学院のรયʛ
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沿 革

冨山　保
昭和24.5.31～昭和27.8.4

初　代

江国　正義
昭和27.8.5～昭和28.4.20

事務取扱

江国　正義
昭和28.4.21～昭和34.3.31

第2代

黒澤　清
昭和34.4.1～昭和40.3.31

第3代

中村　康治
昭和40.4.1～昭和40.5.31

事務取扱

中村　康治
昭和40.6.1～昭和44.2.28

第4代

水戸部　正男
昭和44.3.1～昭和44.8.31

事務取扱

越村　信三郎
昭和44.9.1～昭和45.2.28

事務取扱

越村　信三郎
昭和45.3.1～昭和48.2.28

第5代

水戸部　正男
昭和48.3.1～昭和51.2.29

第6代

野村　正七
昭和51.3.1～昭和51.3.31

事務取扱

久保村　隆祐
昭和51.4.1～昭和54.3.31

第7代

野村　正七
昭和54.4.1～昭和60.3.31

第8代

横山　亨
昭和60.4.1～昭和63.3.31

第9代

太田　時男
昭和63.4.1～平成6.3.31

第10代

野村　東太
平成6.4.1～平成9.3.31

第11代

板垣　浩
平成9.4.1～平成15.3.31

第12代

飯田　嘉宏
平成15.4.1～平成21.3.31

第13代

鈴木　邦雄
平成21.4.1～平成27.3.31

第14代

長谷部　勇一
平成27.4.1～

第15代

小
学
校
教
員
養
成
所

（
1
�
�
4
）

第
一
〜
第
四
号
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

横
浜
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
尋
常
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
県
師
範
学
校

（
1
�
�
�
）

師
範
学
校
講
習
科

（
1
�
0
2
）

神
奈
川
県
女
子
師
範
学
校

（
1
�
0
�
）

神
奈
川
師
範
学
校

（
1
�
4
�
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

神
奈
川
県
立
実
業
補
習
学
校

教
員
養
成
所

（
1
�
2
0
）

神
奈
川
県
立
青
年
学
校

教
員
養
成
所

（
1
�
�
�
）

神
奈
川
青
年
師
範
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

横
浜
高
等
商
業
学
校

（
1
�
2
�
）

横
浜
工
業
経
営
専
門
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
4
�
・
�
）

横
浜
経
済
専
門
学
校

（
1
�
4
4
・
4
〜
1
�
�
1
・
�
）

横
浜
高
等
工
業
学
校

（
１
９
２
０
）

横
浜
工
業
専
門
学
校

（
１
９
４
４
・
４
〜
１
９
５
１
・
３
）

横
浜
国
立
大
学
（
1
�
4
�
年
�
月
�
1
日
設
置
）

学

部

附属理科教育岩実験所
（1954.7.30設置）

附属真鶴理科教育実験所
（1959.4.1改称）

附属カーバイト化学研究施設
（1956.4.1設置）

附属材料基礎工学研究施設
（1965.4.1改称）

附属エネルギー材料研究施設
（1976.4.1改称）

廃止
（1985.3.31）

附属理科教育実習施設
（1974.4.1改称）

附属教育工学センター
（1978.4.1設置）

附属教育実践研究指導センター
（1984.4.1改称）

附属教育実践総合センター
（2002.4.1改組）

附属高度理科教員養成センター
（2010.10.21設置）

附属教育デザインセンター
（2010.4.26設置）

学芸学部（1949.5.31設置）

工学部（1949.5.31設置）

教育学部（1966.4.1改称）

附属養護学校（1979.4.1設置）

附属貿易文献資料センター（1978.4.1設置）

教育人間科学部（1997.10.1改組） 教育学部（2017.4.1改称）

附属アジア経済社会研究センター（2012.4.1改組）

附属鎌倉小学校（1949.5.31設置）

附属鎌倉中学校（1949.5.31設置）

附属横浜小学校（1949.5.31設置）

附属横浜中学校（1949.5.31設置）

経営学部（1967.6.1設置）

経済学部（1949.5.31設置）

理工学部（2011.4.1設置）

都市科学部（2017.4.1設置）

附属特別支援学校（2007.4.1改称）

大
学
院

教育学研究科（1979.4.1設置）

環境情報学府・環境情報研究院（2001.4.1設置）

経済学研究科（1972.4.1設置）

経営学研究科（1972.4.1設置）

国際経済法学研究科（1990.4.1設置）

国際社会科学研究科
（1999.4.1設置）

国際社会科学府・国際社会科学研究院
（2013.4.1設置）

国際開発研究科（1994.4.1設置）

工学府・工学研究院（2001.4.1改組）工学研究科（1963.4.1設置）

都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院
（2011.4.1設置）

附属臨海環境センター（2011.4.1移設）

国
立
大
学
法
人
横
浜
国
立
大
学
（
2
0
0
4
年
4
月
1
日
設
立
）

理工学府・工学研究院
（2018.4.1改組）

グローバルリーガルサポートセンター
（2018.10.1設置）

歴代学長

004 005

ԥශ市ೈଢీੜਭୈにあったԥශ߶等ঐ業学ߏ
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附属図書館 高等研究院 全学機構 ダイバーシティ戦略推進本部 全学教育研究施設等

先端科学高等研究院

DIC 198
C0  M100  Y100  K0
R230  G0  B18

全学教育研究施設

DIC 430
C63  M26  Y25  K0
R101  G158  B178

附属図書館

DIC 462
C58  M67  Y12  K0
R128  G96  B155

環境情報学府・研究院

DIC 2564
C94  M6  Y80  K0
R0  G153  B81

都市イノベーション学府・研究院

DIC 435
C100  M85  Y48  K20
R34  G48  B79

理工学府・工学研究院

DIC 181
C93  M29  Y0  K0
R0  G133  B206

都市科学部

C23  M39  Y0  K0
R197  G156  B255

国際社会科学府・研究院

C8  M67  Y100  K0
R226  G113  B2

理工学部

C85  M0  Y38  K0
R0  G170  B174

DIC 2211

DIC 202

DIC 135

経済学部

C24  M92  Y32  K0
R194  G46  B107

経営学部

C25  M42  Y100  K0
R201  G154  B6

教育学部・教育学研究科

C60  M8  Y100  K0
R114  G177  B45

DIC 282

DIC 242

DIC 2547

スクールカラーの「YNUブルー」

C100  M60  Y0  K0
R0  G91  B172

DIC 641

横浜国立大学は、長い間伝統的にブルーを基調とした
スクールカラーを使用してきました。このブルーを大
切にしながら、横浜から世界への広がりとインテリジェ
ントな未来をより深く感じさせるロイヤルブルーを全
学のスクールカラーとしています。

沿 革

Y NUカラー

安全衛生推進機構（2020.4.1設置）

移行（2020.4.1）

移行（2020.4.1）

附属図書館（1949.5.31設置）

先端科学高等研究院（2014.10.1設置）

廃止（2012.3.31）

廃止（2011.3.31）

廃止（1969.3.31）

廃止（1979.3.31）

廃止（1984.3.31）

廃止（1972.3.31）

廃止（1963.3.31）

学際プロジェクト研究センター（2007.7.12設置）

留学生センター（1992.4.10設置）

環境科学研究センター（1973.4.12設置）

工業教員養成所（1961.5.19設置）

教育専攻科（1966.4.1設置）

特殊教育特別専攻科（1975.4.1設置）

経営学専攻科（1971.4.1設置）

工学専攻科（1954.4.1設置）

経済学専攻科（1955.7.1設置）

特別支援教育専攻科（2007.4.1改称）

廃止（2014.3.31）

廃止（2001.3.31）

リスク共生社会創造センター（2015.10.1設置）
共同研究推進センター（1991.4.12設置）

安心・安全の科学研究教育センター（2004.6.10設置）

地域連携推進機構（2017.4.1設置）

障がい学生支援室（2016.3.1設置）

情報戦略推進機構（2011.7.1設置）

国際戦略推進機構（2013.4.1設置）

保健管理センター（1973.4.12設置）

男女共同参画推進センター（2013.4.1設置）

国際教育センター（2014.4.1設置）

高大接続・全学教育推進センター（2016.4.1設置）

未来情報通信医療社会基盤センター（2005.9.29設置）

地域実践教育研究センター（2007.4.1設置）

統合的海洋教育・研究センター（2007.6.28設置）

成長戦略研究センター（2011.4.1改称） 成長戦略教育研究センター（2020.4.1改称、移行）

機器分析評価センター（2004.4.1改称）

大学教育総合センター（2003.4.1設置）

企業成長戦略研究センター（2007.6.28設置）

エコテクノロジー・システム・ラボラトリー（1996.9.12設置） ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（2004.4.1改称）

情報基盤センター（2007.4.1改称）電子計算機センター（1973.4.1設置） 情報処理センター（1987.11.1改組） 総合情報処理センター（1993.4.1改組）

機器分析センター（1995.4.1設置）

統合（2011.7.1）RIセンター（1979.7.1設置）

研究推進機構（2010.7.1設置）

未来社会イノベーション機構（2013.4.1設置） 廃止（2014.9.30）

廃止（2018.3.31）

廃止（2019.3.31）

廃止（2020.3.31）

大学院教育強化推進センター（2018.4.1設置）

移行（2019.4.1）

移行（2019.4.1）

移行（2019.4.1）

移行（2019.4.1）

移行（2020.4.1）

ダイバーシティ戦略推進本部（2020.4.1設置）

国
立
大
学
法
人
横
浜
国
立
大
学
（
2
0
0
4
年
4
月
1
日
設
立
）
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附属図書館 高等研究院 全学機構 ダイバーシティ戦略推進本部 全学教育研究施設等

先端科学高等研究院

DIC 198
C0  M100  Y100  K0
R230  G0  B18

全学教育研究施設

DIC 430
C63  M26  Y25  K0
R101  G158  B178

附属図書館

DIC 462
C58  M67  Y12  K0
R128  G96  B155

環境情報学府・研究院

DIC 2564
C94  M6  Y80  K0
R0  G153  B81

都市イノベーション学府・研究院

DIC 435
C100  M85  Y48  K20
R34  G48  B79

理工学府・工学研究院

DIC 181
C93  M29  Y0  K0
R0  G133  B206

都市科学部

C23  M39  Y0  K0
R197  G156  B255

国際社会科学府・研究院

C8  M67  Y100  K0
R226  G113  B2

理工学部

C85  M0  Y38  K0
R0  G170  B174

DIC 2211

DIC 202

DIC 135

経済学部

C24  M92  Y32  K0
R194  G46  B107

経営学部

C25  M42  Y100  K0
R201  G154  B6

教育学部・教育学研究科

C60  M8  Y100  K0
R114  G177  B45

DIC 282

DIC 242

DIC 2547

スクールカラーの「YNUブルー」

C100  M60  Y0  K0
R0  G91  B172

DIC 641

横浜国立大学は、長い間伝統的にブルーを基調とした
スクールカラーを使用してきました。このブルーを大
切にしながら、横浜から世界への広がりとインテリジェ
ントな未来をより深く感じさせるロイヤルブルーを全
学のスクールカラーとしています。

沿 革

Y NUカラー

安全衛生推進機構（2020.4.1設置）

移行（2020.4.1）

移行（2020.4.1）

附属図書館（1949.5.31設置）

先端科学高等研究院（2014.10.1設置）

廃止（2012.3.31）

廃止（2011.3.31）

廃止（1969.3.31）

廃止（1979.3.31）

廃止（1984.3.31）

廃止（1972.3.31）

廃止（1963.3.31）
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理　事学　長

（重要事項について役員会の議を経る）
役員会

理　事学　長

学長が指名する者（副学長）学外委員

（経営に関する重要事項を審議）
経営協議会

学　部 教育学部

経済学部

経営学部

理工学部

都市科学部

附属鎌倉小学校

附属特別支援学校

附属教育デザインセンター

附属高度理科教員養成センター

野外教育実習施設

附属アジア経済社会研究センター

附属鎌倉中学校

附属横浜小学校

附属横浜中学校

高等研究院 先端科学高等研究院 リスク共生社会創造センター

高大接続・全学教育推進センター

大学院教育強化推進センター

全学教育研究施設等

学生支援施設等

産学官連携研究施設

障がい学生支援室ダイバーシティ戦略推進本部

学

長

学
長
選
考
会
議

理事（研究・財務・情報・評価担当）・副学長

理事（総務・施設担当）・副学長

理事（教育・広報担当）・副学長

理事（産学官連携担当）

理事（外部資金担当）
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理工学系事務部
（理工学部・都市科学部・理工学府・工学研究院・
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都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院）

総務企画部（総務企画課、人事・労務課、学長室）

財務部（財務課、経理課）

学務部（学生支援課、教育企画課、国際教育課、入試課）

施設部（施設企画課、施設整備課）

研究・学術情報部
（研究推進課、産学・地域連携課、図書館情報課、情報企画課）

事務組織

事務局

教育研究組織の事務部

情報戦略推進機構

安全衛生推進機構

研究推進機構

地域連携推進機構
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役 職 会 議 事務組織 全学機構

学長が指名する理事

学長が指名する職員

学　長

（教育研究に関する重要事項を審議）
教育研究評議会

教育研究評議会が定める者

教育研究組織図運営組織図 2020年7月1日現在2020年7月1日現在

学長補佐

コンプライアンス室

監

事

監
査
室

ハラスメント相談室

大学戦略情報分析室

副学長・事務局長

大学院 教育学研究科

国際社会科学府・国際社会科学研究院

理工学府・工学研究院

環境情報学府・環境情報研究院

教育相談・支援総合センター

附属臨海環境センター

都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院

グローバルリーガルサポートセンター

附属図書館 中央図書館

社会科学系研究図書館

理工学系研究図書館

運営組織

ホーム  >  大学案内  >  運営組織

全学機構 研究推進機構

情報戦略推進機構

国際戦略推進機構

地域連携推進機構

安全衛生推進機構

情報基盤センター

機器分析評価センター

国際教育センター

地域実践教育研究センター

成長戦略教育研究センター

保健管理センター

008

基本データخຌυーν

ήローώϩなキϡンϏスの構築を
目指して、ཻ学ਫ਼をۅ的にणけ
入れ、YGEPをେනとしたཻ学ਫ਼
しڛけの様々なプロήラムを提
ています。

設

1874 年

学部数

５ 学部

大学院数

５大学院

学部ਫ਼

7331 名

ۊ教員

672 名

外ड़ਐ者ݟ

70 ˍ

大学院ਫ਼

2309 名

ཻ学ਫ਼

991 名

ք外協定ߏ

139 ߏ

学部म職率

96 ˍ

ड़ਐ国ஏҮ

80 国・
ஏҮ

キϡンϏス

1 Ωॶ

ຌ学の体の１つであるঘ学ߏ
教員ॶが明７࣑年に設置さ
れました。

教育学部、経ࡃ学部、経営学部、
理学部、都市科学部の５学部を
༶しています。

教育学研究科、国ऀࡏ会科学ැ、
理学ැ、環境情報学ැ、都市
όϗーシϥン学ැの５大学院
を༶しています。

このΆかに教育研究ڎ点となる
国ࡏϔランοを6Ωॶ、ք外リ
ΦμンΨϓィスとしてք外連携
。点を7Ωॶ設置していますڎ

र࢞՟ఖ ：1,817名
ദ࢞՟ఖ ： 448名
専職学Ғ՟ఖ： 44名

国ඇཻ学ਫ਼ ：129名
ැഁཻݥ学ਫ਼： 32名
ඇཻ学ਫ਼ࢴ ：830名

大学教員 ：547名
学ߏ教員：125名

ຌ学では１つのキϡンϏスとい͑
特性をਫ਼かし、ช理༧合・ԥ
இܗの教育研究ಊがに行わ
れています。

教育学部 ：1,189名
経ࡃ学部 ：1,112名
経営学部 ：1,311名
理学部 ：2,969名
都市科学部： 750名

関౨ݏ ：523名
౨ೖຌ ：317名
ೖຌ ：317名
そのଠ ： 13名

म職率のң࣍上にけた取組
としてキϡリΠΠχώδーの
的に取ۅ用など全学的かつޑ
り組Ξでいます。

る横浜国立大学ݡͲ਼࣊
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役 職 会 議 事務組織 全学機構

学長が指名する理事

学長が指名する職員

学　長

（教育研究に関する重要事項を審議）
教育研究評議会

教育研究評議会が定める者
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監
査
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副学長・事務局長

大学院 教育学研究科

国際社会科学府・国際社会科学研究院
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環境情報学府・環境情報研究院
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理　事学　長

（重要事項について役員会の議を経る）
役員会

理　事学　長

学長が指名する者（副学長）学外委員

（経営に関する重要事項を審議）
経営協議会

学

長

議
会
考
選
長
学

理事（研究・財務・情報・評価担当）・副学長

理事（総務・施設担当）・副学長

理事（教育・広報担当）・副学長

理事（産学官連携担当）

理事（外部資金担当）

国際戦略室

副学長（国際・地域担当）

副学長（ダイバーシティ担当）

教育学系事務部（教育学部・教育学研究科）

社会科学系事務部
（経済学部・経営学部・国際社会科学府・国際社会科学研究院）

理工学系事務部
（理工学部・都市科学部・理工学府・工学研究院・

環境情報学府・環境情報研究院・
都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院）

総務企画部（総務企画課、人事・労務課、学長室）

財務部（財務課、経理課）

学務部（学生支援課、教育企画課、国際教育課、入試課）

施設部（施設企画課、施設整備課）

研究・学術情報部
（研究推進課、産学・地域連携課、図書館情報課、情報企画課）

事務組織

事務局

教育研究組織の事務部

情報戦略推進機構

安全衛生推進機構

研究推進機構

地域連携推進機構

国際戦略推進機構

役 職 会 議 事務組織 全学機構

学長が指名する理事

学長が指名する職員

学　長

（教育研究に関する重要事項を審議）
教育研究評議会

教育研究評議会が定める者

運営組織図 2020 年7月1日現在

学長補佐

コンプライアンス室

監

事 室
査
監

ハラスメント相談室

大学戦略情報分析室

副学長・事務局長
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ຌυーνخ

ήローώϩなキϡンϏスの構築を
目指して、ཻ学ਫ਼をۅ的にणけ
入れ、YGEPをେනとしたཻ学ਫ਼
しڛけの様々なプロήラムを提
ています。

設

1874 年
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５ 学部

大学院数
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学部ਫ਼

7331 名

ۊ教員
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学部म職率
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1 Ωॶ

ຌ学の体の１つであるঘ学ߏ
教員ॶが明７࣑年に設置さ
れました。

教育学部、経ࡃ学部、経営学部、
理学部、都市科学部の５学部を
༶しています。

教育学研究科、国ऀࡏ会科学ැ、
理学ැ、環境情報学ැ、都市
όϗーシϥン学ැの５大学院
を༶しています。

このΆかに教育研究ڎ点となる
国ࡏϔランοを6Ωॶ、ք外リ
ΦμンΨϓィスとしてք外連携
。点を7Ωॶ設置していますڎ

र࢞՟ఖ ：1,817名
ദ࢞՟ఖ ： 448名
専職学Ғ՟ఖ： 44名

国ඇཻ学ਫ਼ ：129名
ැഁཻݥ学ਫ਼： 32名
ඇཻ学ਫ਼ࢴ ：830名

大学教員 ：547名
学ߏ教員：125名

ຌ学では１つのキϡンϏスとい͑
特性をਫ਼かし、ช理༧合・ԥ
இܗの教育研究ಊがに行わ
れています。

教育学部 ：1,189名
経ࡃ学部 ：1,112名
経営学部 ：1,311名
理学部 ：2,969名
都市科学部： 750名

関౨ݏ ：523名
౨ೖຌ ：317名
ೖຌ ：317名
そのଠ ： 13名

म職率のң࣍上にけた取組
としてキϡリΠΠχώδーの
的に取ۅ用など全学的かつޑ
り組Ξでいます。

る横浜国立大学ݡͲ਼࣊
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Ճのଆに向けた戦略ɼ仕組み
ԥශ国立大学では、ݒ学のྼ࢛とਈઔ・ԥශとい͑立ஏをま͓、さらにす΄ての学部・

大学院が一つのキϡンϏスにଚࡑする特৯をかし、教育ྙと研究ྙを一充実さͦ、研究
のΊならͥ教育プロήラム、学स環境、キϡンϏス環境、ऀ会߫ݛなどのでもֆで通
用する一ླྀ（ΦέセϪンス）のਭ६をめ͡すʰήローώϩ・ΦέセϪンス大学ʱにけたʰ学
長ϑジϥンʱを͝ܟています。

Vision3 ήϫーバϩͳϫーΩϩ
のં点

のόϗーシϥンࢀ
˖第１・・・科学ٗढ़
˖第２・・・科学ٗढ़をऀ会実ૹするため

の制度やऀ会システム
˖第３・・・ऀ会を支͓る人間のՃ؏や

Ϗラξム

学長ϑζϥϱ ̑つの Action Plan

ήϫーバϩ࣎େにଲԢ͢た
全学Ҳ体の教育機能強化
ήローώϩ࣎େに対応した人ࡒ育、
たな学問やόϗーシϥンのड़、
及びローΩϩとήローώϩがする
複雑で多様化したঀ՟ୌのմ決をめ͡
す。
1. ήローώϩ࣎େに対応した教育

組織の改ฦ
2. 教育体制の強化
3. ஏҮをࢦした教育・研究

ᶆ ʰリスέڠਫ਼学ʱにخͰ͚
教育研究ڎ点のܙ
ຌ学の教育研究の強Ίを集݃し、
的研究を推進するとともに、その研究
Վにより、ֆの࣍କ的ఴにࣁす
るήローώϩリーξーを育する。
1. 科学߶等研究院設置（H26）

によるຌ学の強Ίの集中・重点化
2. 都市科学部の設置（H29）
3. 教育研究のήローώϩな৶

ϑζϥンˢAction Planˢ戦略を
全部ۃ横இ的にۨಊさせͱ͏͚
たΌの機ߑ

Vision1 ήϫーバϩ࣎େ
YNUはΠジΠを中心とするڷ国・上国
に目して、ֆとೖຌの࣍କ的なఴを
௧究します。

Vision2 ช理༧
YNUಢࣙの人ชܧ、ऀ会ܧ、理ܧのʰࢀ
のόϗーシϥンʱを化さͦるช理༧
合を推進します。

研究推進機構
情報戦略推進機構
国ࡏ戦略推進機構
ஏҮ連携推進機構

安全Ӷਫ਼推進機構
大学戦略情報ੵ࣪
߶大ંକ・全学教育推進センター
大学院教育強化推進センター

ᶅ

ήローώϩ化の進ԥශ・ਈઔをϓィー
ϩχとしてローΩϩな՟ୌにۅ的に取り
組Ί、それをήローώϩに৶します。
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教育戦略

ஏҮ戦略

研究戦略

国ࡏ戦略

４つの戦略 それぞれの戦略事業に対する予算配分
学長戦略経費

国ऀࡏ会Ͳ༄ͤる人材育（教育・国ࡏ戦略）
̏億２̗̏２万６千円
・教員のήローώϩ・ήローΩϩ化にけたプロήラム開
・ԥஇ、実ભ的な国ླྀިࡏ・協同学सによる教育事業
・ԥශஏۢの産官学連携ネρトϭーέを用した࣏େٗढ़者育
のためのೖһ学部学ਫ਼ިླྀプロήラムの構築

リスέڠਫ਼学をͺͣΌͳͤるช理༧研究のఴ
６６７６万８千円
・YNU重点支援ڎ点事業支援
・研究推進
・リスέ共ਫ਼学及ଇ進事業
ऑघ研究ंࢩԋのخ൭研究ࢩԋのたΌの経費
̗̑７６万７千円
・部ۃ等推進研究プロジΥέト
・研究情報৶・マροンή

国ऀࡏ会Ͳ༄ͤる人材育（ܟ࠸）
̏億２̗̏２万６千円
・ք外同૯会の用
・全学的な学ਫ਼ք外ഁݥ、ཻ学ਫ਼ण入ଇ進
・ోೖ入ࢾの実施等によるۅ的なཻ学ਫ਼の༢（YGEP）
・ӵޢによる教育で学࢞（教）を取ಚで͘る学部ԥஇプロήラ
ム（YCCS特พプロήラム）

YNUͳ横浜・ਈઔを͛ܪஏҮ՟ୌմ決の͢͏ڎ点ܙ
̗̎̏万２千円
・ஏҮ開に関与するஏҮेやԥශ市、間ة業等との連携
体とのใׇ連携協定࣑ஏҮのࣙݟ・

そして学長ϑジϥンにخͰくʰΠέシϥンプランʱとそれを実ݳするための４つのʰ戦略ʱ
を定め、全学組織である各機構によると、強ਡかつौೊなΪώψンス体制下での意思決定
を通じて、す΄ての学部・大学院が協働してԥஇ的に教育研究にྯことがで͘る体制を構築
しています。
これが、ԥශ国立大学の࣍କ的なՃଆにけた組Ίです。

Ճଆプϫιスを͓ࢩる強ਡ
Ͳौೊ͵ガバナンス

学長選考会議
監事
大学運営会議
経営戦略会議

学長࣪ʙ学長補佐
人事委員会
ޮ正研究౹ׇ責任者
正防止推進࣪

• όϗーテΡϔ人材の育
• ֆਭ६の研究にخͰ͚߶ՅՃ教育
• ஏҮͳۂࢊ・ࢤଆのϔϪン機能
• 教員組৭ͳ教育プϫήϧムの分
• YGEP͵ʹのೖཻڢಉの強化

• ֆをͤる学ढ़Үのਫ਼
• ΫϡンϏスಝをਫ਼͖͢たช理༧研究の
推進

• ऀ会のགྷٽ視点にخͰ͚ऀ会ࣰૹの推進

• ήϫーバϩ人材の育のたΌの教育改વ
推進

• 国ࡏਭ६の研究ྙ改વ推進

• ஏҮ՟ୌにखΕ組み教育・研究果をஏ
Үऀ会へؒݫ

• ஏҮ৾ڷの֫ͳ͢ͱঀ機ؖͳ࿊͢ܠた
た͵ڎ点のܙ

• 人材育ٶ;人材ؒླྀの推進
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ガバナンスの強化
〇横浜国立大学の意思決定体制

〇体制強化
学長・役員をはじめとする執行部の意思決定体制を強化するため、第３期中期目標期間（H28～

R3）を通じて体制の強化を図っています。

• 理事に学外の人材を登用
外部理事（産学官連携担当）を登用し、大学の意思決定プロセスに学内外から多様な意見が

取り入れられる体制を構築しました。

• 外部の視点を学部・大学院運営へ反映させる仕組み
外部委員を中心とした運営諮問会議を設置し、各学部と大学院の運営について意見を求めて

います。令和元年度は都市科学部において開催しました。また、教職大学院と法科大学院にお
いても学外者の意見を聴取するための会議を開催しました。

• 学長補佐の増員（学長リーダーシップを効果的に機能させる）
年々複雑化している国立大学の経営環境に対応し、迅速かつ的確な意思決定を行っていくた

め、学長補佐の人数を拡充しています。H27：６名 → R1：１０名

• 大学戦略情報分析室（ＩＲ室）の設置
専任教員を配置。大学運営に関する意思決定支援及び大学運営等への提言を目指します。

学外委員（７名）

学長が指名する者
（副学長）（２名）

理事（３名）

学長

経営協議会

理事（５名）
（学長を補佐する）

学長

役員会

経営戦略会議 大学運営会議

監事（２名）
会計監査、業務監査

（経営に関する重要事項を審議）

学長選考会議

（重要事項について役員会の議を経る）

7
名

学長が指名する職員
（17名）

教育研究評議会が
定める者（11名）

学長が指名する理事
（５名）

学長

教育研究評議会

（教育研究に関する重要事項を審議）

国立大学法人では、その運
営上の意思決定に関する最終
的な責任と権限は（法律上
は）学長ただ一人にあります。
一方で、意思決定プロセス

の透明性の確保や、適正な意
思決定、といったことを担保
するため、役員による合議制
（役員会）が導入されていま
す。中期計画や予算・決算、
組織の設置改廃など大学の運
営にかかわる特に重要な事項
については、役員会の議を経
なければならないこととされ
ています（国立大学法人法第
１１条）。

ガバナンス強化に向けた
学内体制整備
２億７６７８万７千円
・戦略的・計画的人員配置
・男女共同参画・ハラスメン
ト防止対策
・労働安全対策
・情報セキュリティ対策
・戦略的広報

• 人事委員会の設置（人事給与システム改革の推進）
人事マネジメントを、全学的な視点から戦略的に実施するた

め、学長・役員を中心とした人事委員会を設置しました。人事
給与システム改革の推進を目指します。

• 全学教育研究施設の集約による機能強化・効率化
全学的な機能強化、業務効率化のため、４つのセンターを全

学機構の下に集約しました。

学長戦略経費

− 16 −



ガバナンスの強化
〇横浜国立大学の意思決定体制

〇体制強化
学長・役員をはじめとする執行部の意思決定体制を強化するため、第３期中期目標期間（H28～

R3）を通じて体制の強化を図っています。

• 理事に学外の人材を登用
外部理事（産学官連携担当）を登用し、大学の意思決定プロセスに学内外から多様な意見が

取り入れられる体制を構築しました。

• 外部の視点を学部・大学院運営へ反映させる仕組み
外部委員を中心とした運営諮問会議を設置し、各学部と大学院の運営について意見を求めて

います。令和元年度は都市科学部において開催しました。また、教職大学院と法科大学院にお
いても学外者の意見を聴取するための会議を開催しました。

• 学長補佐の増員（学長リーダーシップを効果的に機能させる）
年々複雑化している国立大学の経営環境に対応し、迅速かつ的確な意思決定を行っていくた

め、学長補佐の人数を拡充しています。H27：６名 → R1：１０名

• 大学戦略情報分析室（ＩＲ室）の設置
専任教員を配置。大学運営に関する意思決定支援及び大学運営等への提言を目指します。

学外委員（７名）

学長が指名する者
（副学長）（２名）

理事（３名）

学長

経営協議会

理事（５名）
（学長を補佐する）

学長

役員会

経営戦略会議 大学運営会議

監事（２名）
会計監査、業務監査

（経営に関する重要事項を審議）

学長選考会議

（重要事項について役員会の議を経る）

7
名

学長が指名する職員
（17名）

教育研究評議会が
定める者（11名）

学長が指名する理事
（５名）

学長

教育研究評議会

（教育研究に関する重要事項を審議）

国立大学法人では、その運
営上の意思決定に関する最終
的な責任と権限は（法律上
は）学長ただ一人にあります。
一方で、意思決定プロセス

の透明性の確保や、適正な意
思決定、といったことを担保
するため、役員による合議制
（役員会）が導入されていま
す。中期計画や予算・決算、
組織の設置改廃など大学の運
営にかかわる特に重要な事項
については、役員会の議を経
なければならないこととされ
ています（国立大学法人法第
１１条）。

ガバナンス強化に向けた
学内体制整備
２億７６７８万７千円
・戦略的・計画的人員配置
・男女共同参画・ハラスメン
ト防止対策
・労働安全対策
・情報セキュリティ対策
・戦略的広報

• 人事委員会の設置（人事給与システム改革の推進）
人事マネジメントを、全学的な視点から戦略的に実施するた

め、学長・役員を中心とした人事委員会を設置しました。人事
給与システム改革の推進を目指します。

• 全学教育研究施設の集約による機能強化・効率化
全学的な機能強化、業務効率化のため、４つのセンターを全

学機構の下に集約しました。

学長戦略経費

ྫݫ೧ౕ

教育研究の果

中ԟ図ॽؙリϓϪρシュϩーム
り上͝たྚにあれるキϡンϏスをࡠ名༬教दがٸ
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ྫݫ೧ౕ教育戦略 果

ֆָϧϱΫϱήೖຌ൝ ʰگүՎʱ಼ݟҲҒʄ

ԥශ国立大学は、ֆ大学ϧンΫンήೖຌ൝の教育果の分にͱɼਈઔݟ内の大学のͲ̏Ғの評
Ճをいただ͘ました。চ、૱合ランキンήではड都ݏで１４Ғにランέンしています。
ຌ学が߶いスαΠを֭ಚしたʰ教育Վʱは、ة業人事や研究者の評査݃Վをもとに、どれだけଖ業

ਫ਼が༄しているかをනすです。 ຌ学のʰ教育Վʱは2018年から3年連କ૱合で15Ғと大ร安定し
ており、ଖ業ਫ਼の༄が広くऀ会で評Ճされていることをනしています。
THEೖຌ൝ֆ大学ランキンήWebγト：
https://japanuniversityrankings.jp/rankings/total-ranking/ 

ָ෨ʀָӅրַͶΓΖ߶͏म৮ིʄ
年々多様化する学ਫ਼ωーθに対応す΄く、ఁ学೧Ώཻ学ਫ਼ɼ্͗͏学ਫ਼にಝ化͢たम৮ガダンスΏ

म৮૮͵ʹࢩԋ内༲を֨ैしています。
のݥ期をめる、ຌ学の同૯会からં官役ഁ࣎ಊ期化にも対応し、ໝ٘ંの実施用ࡀ業のة

協ྙをಚて࿇स機会をଁՅさͦる、など学ਫ਼ωーθを考ྂした多様性を確保しつつ、म職率の上に
けた取組を推進しています。
また、ฑ29年度～令和元年度にかけての３年計画で、ଖ業ਫ਼・म職査を実施しました。

ଖ業ਫ਼・र྅ਫ਼と、म職ة業に対してwebΠンίートや大وໝンタϑュー査を実施しました。
査݃Վは学内で共༙され、キϡリΠ教育科目の内༲の拡充につな͝ています。
このよ͑な取り組Ίの݃Վ、ඉに߶͏ਭ६のम৮率をң࣍することにつながっています。

೧ౕ 2016 2017 2018 2019

म৮率 (%) 96.6 96.2 96.5 96.0

横浜国立大学生就職率推移
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ชཀྵ༧ڎڂݜ఼ͶΓΖڠಊਬ ʛքؖؽڂݜʀஏ࣑ࣙݫରʀۂةͳڢಉʛ

国ࡏ的なช理༧合研究ڎ点の中心的な研究Ϥωρトであ
る共革ξψϝέス研究Ϥωρトで、年度計画を大͘
く上յる８ฦの国ڠࡏஸชが執ජされました。全研究Ϥ
ωρトの૱計でも、国ڠࡏஸช਼ͺ૱29ܯฦに上ってい
ます。
さらに同Ϥωρトは、ஏ元ԥශ市が͝ܟるʰόϗー

シϥン都市・ԥශʱ構実ݳへۅ的に参画、ԥශ市にڎ
点を࣍つة業20ऀดびにԥශ市経ۃࡃとともにʰόϗー
シϥン・スϘース研究会ʱを立ͬ上͝、共ಊをݙӀす
るのΊならͥ、そのαϝュωティ運営を通じてメンώー״
の人的なូ強化や૮ޕ学सをଇし、όϗーシϥンड़の
֫となる実ભ的αϝュωティࡠりをՅ速化しています。

Կʀଇک֭ಚۜࣁ෨ ʄർིۜࣁ෨ർིۜࣁ෨

எ的ࡔ産マネージϡーや産学官連携αーυィネーターなどによる全学的組織的な研究支援体制の構築、ใ
ׇ協定గ݃ة業との連携研究の࢟ಊ、αンλーシΠムのܙによΕ͞ΗΉͲͳҡ͵るڠಋ研究のܙସをた
にਫ਼するなど、様々な取り組Ίを通じて外部ۜࣁのさらなる֭ಚを推進しました。
さらに、大ܗ外部ࡀۜࣁ経ݩ者を登அ者とするϏネϩυィスΩρシϥンࣞܙの学内セϝψーʰ大ܗの外

部֭ۜࣁಚのαςʱ及び意見ި会や、ਅ੧等支援にけてʰ外部ۜࣁਅ੧に関する૮૯ʱを設置し、
学内研究者への支援も強化・拡充しています。
これらに取り組ΞだՎとして、ۛ年の外部ۜࣁർ率（経फӻにઐめる外部ۜࣁफӻのׄ合）は߶いਭ

६で推Ңしています。

ড়੫धभ
ુ研究ీ৺ৰౚ

H29
235݇

4Ա2ඨຬԃ

H30
266݇

4Ա98ඨຬԃ

Ｒ̏

̑̎̑݇(+̑７݇)
̓億̗̏ඨ万円
（ʶ２̎ඨ万円）

̟２８೧ౕ ̟２̗೧ౕ ̟̑̎೧ౕ Ｒ̏೧ౕ

外部ۜࣁफӻ
（એԃୱҒ） 2,414,261 2,528,948 2,821,882 2,719,889
横浜国立大学
外部ۜࣁർ率 13.6% 13.9% 15.4% 14.8%
̟ήϩープ

（ҫ学部ໃ૱大学）
ฑۋ

7.3% 7.2% 7.5% 7.6%

ۛ೧の外部ۜࣁർ率の推Ңͳଠ大学ർֳ

※Hグループ

岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水
女子大学、横浜国立大学、静岡大学、奈良女子大学、和
歌山大学の9大学

ྫݫ೧ౕ研究戦略 果ᶅ
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YNU研究ڎ点の選定による学内ݱࣁの選と集中

ऑघࢩंڂݜԋɼָढ़ชΨʖϕϱΠέιηʤOAʥଇ

。けた取組がֆ的なொླྀとなり、学ढ़ชのΨープンΠέセス（Open AccessΨープンγΦンスにࡑݳ
ड़൝ऀ等にඇ用を支い、ンターネρト上で、୯もがໃྋでࣙ༟にԀལで͘るよ͑にすること。）の重要
性がۅめて大͘くなっています。
ຌ学では、ຌ学教員、特にऑघ研究者がۅ的にࣙਐのชをOA化で͘るよ͑、Ҳ定ਭ६Ґの研究ช

のOA化について、そのඇ用の一部を全学予算により支援する制度を導入しました。その݃Վ、2015年度にお
けるຌ学からනされるชのOA化率が16ˍఖౕだったのに対して、2019年度では約30ˍにୣ͢ͱ͏Ήͤ。
。して参りますݛもຌ学では࣯の߶い研究ՎのOA化を推進し、科学のఴとऀ会՟ୌմ決に߫ޛࠕ

性・特৯の強化ݺ 産学官連携ଇ進ऑघ研究者育

16.35%
20.28%

25.70%
29.49% 29.51%

2015 2016 2017 2018 2019

学ढ़ชのΨープンΠέιス率のত

ऑघ研究者支援につ͘ましては、そのटࢭに͟同いただいたຌ学OBの方から、多大な͟رをいただく
こともで͘ました。
このをおईりして改めておླਅし上͝ますとともに、いただいた͟رをもとに、ऑघ研究者支援の充

実に取り組Ξでまいります。

ྫݫ೧ౕ研究戦略 果ᶆ
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ָཻਫ਼ण͜Η֨ै
ԥශ国立大学では、キϡンϏスをήローώϩ化、ೖຌ人学ਫ਼がཻ学ਫ਼と協働する（ೖཻ協働）ことで、ή

ローώϩ人ࡒの育を行͑ことを目指し、༑ऴな外国人ཻ学ਫ਼のणけ入れをۅ的に推進しています。
• 国内外の進学ઈ明会・ཻ学ϓΥΠに参Յ。ΤΦϔγトのӵޢ൝を全リωューΠϩ
• 中国国Պཻ学ۜخ؇理委員会（̪̚̚）との間でദ࢞՟ఖのण入れְॽをగ݃
• ΠΩυϝρέキϡリΠ支援ήローώϩ大学院プロήラムによるॵのཻ学ਫ਼を中国とΠϓΪωスタンか

らणけ入れ

国ࡏΊなとまͬリーή
（PUL）を通じたިླྀ

830 829 

927 
973 991 

2015 2016 2017 2018 2019

外国人ཻ学ਫ਼਼の推Ң

ೖຌਕָਫ਼քରݩ֨

ԥශ国立大学ではೖຌ人学ਫ਼のཻ学もۅ的に推ওしています。
• たに̖ߏのք外大学と学ढ़ިླྀ協定・ְॽをగ݃し、ިཻ学・学ਫ਼ިླྀを開୕
• シϥートϑジρト、γマースέーϩ、ք外集中キϡンプ、ިཻ学、ք外ンターンシρプ等の機

会を数多く設け、学ਫ਼がք外経ݩをοϡンスをଁやしています。

329

602
661

750
651

2015 2016 2017 2018 2019

ˠ�����年度はܗαロψΤϩス等
の״ઝ拡大のӪڻで、ഁݥ数が一部
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ஏۂةݫφρϕɼܨӨΝড͏ͪ࿊ٝߪܠߪ

ਈઔݟに経営خ൭を࣍つة業の経営の方々とࡠるʰYNU横浜経営ंの会ʱ͖Δɼदۂڛの協ྙを
いただ͘ました。ʰYNUԥශ経営者の会ʱとの連携はキϡリΠ支援などのでこれまでもありましたが、
。につながりましたߪ業戦略とऑ者へのメρセージʱとୌしたद業開ةるこれからのޢ年度はʰ経営者がࠕ
のɼۂة̓̏ܯ൭をͯخΨΩムラ等をはじめとする横浜に経営(ה)、(ה)ϓΟンίϩ、ਈઔ中ԟި通(ה)
経営の๏ʓ͖Δ学部ਫ਼に向けͱのٝߪで、སर者も200名を͓るڱりでした。学ਫ਼たͬは、ة業
を取りתく経営環境への理մをめ、また各業ֆの理մをめることがで͘ました。令和２年度Ґ߳もӀ
͘କ͘開ߪしていく予定です。

ஏݫָࢊ࿊ࢩܠԋૌ৭Ν௪ͣͪɼۂةωʖθͶଊͪ͢ڠಋڂݜʀणڂݜਬ

ਈઔRˏD推進協議会、かながわ産学ޮ連携推進協議会（CUP-K）等の連携支援組織会議に参Յし、
ۛ年ٺ長している、IoT、ϑρήυータ、AI、ロϚρト、ࣙಊ運などのにおけるة業の์͓る
ωーθ等のࡋをѴし、ຌ学ୱಢまたはٗढ़連携とともにٗढ़開等の՟ୌմ決にめています。
特にຘ年、ܩକ実施しているʰYNU研究όϗーシϥン・シンϛζΤムʱにおいては、ۅ的な༙ྙة
業等の集ٮಊやそのޛのިমを重た݃Վ、２݇の大ڠܗಋ研究(人எ能に関する研究：２年、約７
０ඨຬԃ、がΞଇ進ݩࢾ法に関する研究：４年、約４０ඨຬԃ)のܘ約గ݃にいたりました。

͟協ྙいただいた、ԥශに経営خ൭を࣍つة業のև様
（ॳ同、ܡস略）
、ΨΩムラ(ה)、(ה)ϓΟンίϩ、ਈઔ中ԟި通(ה)
ೖ(ה)、(ה)ضঘনࡠॶ、JXTGϙーϩυィンήス
ඝೖ立Ϗࢀ、(ה)૮ໝరಕ、(ה)行ురٺශښ、(ה)
ϭーシステムθ(ה)、(ה)ӥݬࡠॶ、(ה)߶ౣԲԥ
ශవ、(ה)テϪϑਈઔ、(ה)ԥශϑーϩϙーϩυィ
ンήス、ೖຌ条(ה)、(ה)SUMCO

ྫݫ೧ౕஏҮ戦略 果ᶅ
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ྫݫ೧ౕஏҮ戦略 果ᶅ

Ӽ構内のΦスΩϪーターۛにはຌ学のు২൚（γネージ）を設置し、ʰֆへ通ʱとい͑
メρセージを͝ܟました。この標ޢは、ຌ学の教職員のޮูにより決定したもので、ࠕյの૮ర・JR
通開࢟と、ԥශ国立大学が学ਫ਼たͬにとってʰֆへӍばたいていけるॶでありたいʱとい͑思いが
ֽけ合わされてਫ਼まれた言ཁです。γネージにはそのଠຌ学の教育研究Վの৶などもࡎܟし、
ʰԥශ国大ʱの教育研究ՎのPRにも用しています。
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ޮ開࠴ߪ等
によるஏҮとの
科学ٗढ़ިླྀ

ӍୖԥශࠅӼۂɼαϧϚϪʖεϥϱ
2019年11݆30ೖ、ԥශ国立大学のۛྣにʰӍୖ横浜国大Ӽʱ͗ۂし

ました。૮ໝరಕの都心通プロジΥέトにより、૮రતと都内をつな
͛Ӽとしてஂਫ਼しました。

開業にい、૮ໝరಕ(ה)をはじめ様々な関ةܐ業等とのαラϚϪー
シϥンにより、ࣞఱやϗント等を開催しました。
開業当ೖは、このӼ開業のى೨ࣞఱと૮రक催のϗントʰハδα

έϓΥスタʱを開催。ى೨ࣞఱではຌ学の長୫部༒一学長も参Յして、
関ܐ者によるテープΩρトが行われました。૮రのキϡラέターである
ʰそ͑にΎΞʱのࡳӪ会のΆか、Ӂৱ・ജϔースもड़ఴされるなど、
約1ຬ人ものஏҮेやరಕϓΟンらでわいました。

ஏҮにけた人ࡒ育
及び人ླྀؒࡒの推進

ஏҮαンλーシΠム
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ྫݫ೧ౕஏҮ戦略 果ᶆ

このӍୖԥශ国大Ӽ開業を͘っかけとして、よりΑたかなまͬͰくりにけて、大学とஏҮとの間の
連携を強化してい͘たいと考͓ています。

Ӽ構内に設置したు২൚ʰֆへ通ʱ

限定αラϚϪーシϥンήρθ。
έリΠϓΟϩ（ࠪ）とハンχタΨϩ（ӊ）

Ӽ開業ى೨ࣞఱ テープΩρトの様ࢢ

2019年12݆16ೖには、૮ໝరಕࣞה会ऀ専務取గ役ੋݻԃࢱをお
ড͘して、Ӎୖԥශ国大Ӽ開設ى೨ߪԍ会ʰ長するӼ、ఴするӼʱ
を開催しました。ߪԍ会にはஏҮにおेまいの方々にもおӿしいただ͘、
約90名の参Յがありました。ຌ学中ଞ副学長からもʰまͬͰくりとި
通、Ӽとまͬʱとୌしたߪԍを行い、Ӽ開業を͘っかけに、ԥශ国立大
学とӍୖஏҮとが協働して、まͬͰくりをり上͝てい͘たいとగめく
くりました。

೨して、૮రのマスαρトキϡラέターʰそ͑ىյのӼ開業をࠕ
にΎΞʱとຌ学との限定αラϚϪーシϥンήρθも開・ജしました。
第1ஆではӼ名標をໝしたϓΥスタΨϩや、ຌ学のシンϚϩマーέを
リϚンにυδンしたそ͑にΎΞキーϙϩξーなど、全4झのΠテム
をਫ਼協などでജしたとこΘ、大評となり、あっとい͑間にജりれ
となったため、2020年3݆にも第2ஆとして数ྖ限定でハンχタΨϩやέ
リΠϓΟϩをജし、多くの評をಚられました。

ԍ会ʰ長するӼ、ఴするӼʱߪ೨ى
ࣺਇӊ：૮ໝర(ה)専務取గ役 ࢱԃੋݻ
ࣺਇࠪ：中ଞชඛ副学長・ஏҮ連携推進機構長
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֦部ۃの教育研究のक͵果

教育学ܧ ～教育学部・教育学研究科・教職大学院・学ߏ～

〇教育学ܧ部ۃのϝッシϥン
• ঘ・中・߶の指導内༲のંକを大ۃ的にଌ͓教科研究をめられ

る教員の
教育学ܧ部ۃでは、中・߶等学ߏの各教科の専性、教育、心理、

特พ支援教育に関わる内༲の専性をඍ͓たঘ学ߏ教員と、ঘ学
でどのよ͑なことを学Ξだのかを理մし、それがਫ਼かͦるद業のでߏ
͘る中・߶等学ߏ教員をしています。
• 実ભྙ・応用ྙをඍ͓たスέーϩリーξーの（教職大学院）

〇ྫݫ೧ౕ 教育学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果
• 学ߏンターンシρプ科目ʰスέーϩυーࣰભʱをຌ೧ౕߪ
し、ॊཔ学ݳߏでの実सのঙなかった2年࣏において教職に対
するࣟや実ભ的能ྙをਐにつけて教育実सにྡことがで͘、
教育実सがより充実したものとなりました。（教育学部）

• 間の理࣎ʱ、ʰ૱合的な学सのޢ՟ఖ定をणけ、ʰঘ教専ӵ࠸
と実ભʱ、ʰ特พ支援教育૱ʱの３科目をو開ߪしました。
（教育学部）

• 横浜国立大学教৮大学院ࣀ会٠を࠷し、連携協ྙߏとしての
学ߏの用について協議を行い、࣏年度のΩリキュラム、学
କして協議を実施しました。（教ܩ実स、連携研र等についてߏ
職大学院）

• 横浜ঘ学ߏͲ国ࡏシンϛζΤムʰ͞Η͖Δの学ߏ教育に͕け
るଡช化कٝͳଡ༹ʱを࠷しました。このシンϛジΤムは
ԥශঘ学ߏと教職大学院が協同してक催したもので、開催にあ
たってはϓィンランχ大ؙ࢘やਈઔݟ・ԥශ市・ઔ市・૮ໝ
援、スΩンジψϑΠ・ωρϛン・γγΩޛ市の各教育委員会のݬ
ϭࡔからのঁۜࣁ、協定ߏであるΨΤϩ大学（ϓィンラン
χ）の教員学ߏからの教育関ܐ者のഁݥなど多方から支
援・͟協ྙをいただ͘ました。（ԥශঘ学ߏ）

〇教育学ܧのࡔແ情報（教育学部ʶ学ߏ）
（ܯྋよΕ集ࣁແঀනιήϟンφࡔ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,994,664
２.学ਫ਼ۜफӻ 828,763
फफӻހࣙ.̑ 7,486
̒.外部ۜࣁफӻ 61,647
ۜफӻر.̓ 45,815
６.施設整備費फӻ 39,130
７.ͨのଠफӻ 63,827
ܯ 3,041,335

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 381,412
２.研究経費 96,269
̑.Ҳൢ؇理費 21,846
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 2,458,134
６.৮員人݇費 296,489
ܯ 3,254,152

開催した国ࡏシンϛジΤムʰこれ
からの学ߏ教育における多ช化क
ٝと多様性ʱϛスター

教職大学院では学ߏやஏҮが์͓る教育՟ୌをࣟかつੵし、適な教育・研究ݱࣁを
用しつつ、教員૮ޕの同྇性を構築あるいは性化して、՟ୌմ決のプロセスで学ߏやஏҮの
リーξーとして༄し、ࣙらも長する教員をします。
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〇教育学ܧ ֦部ۃの֕གྷ
• 教育学部
ਈઔݟ内༏一の国立大学教員ܧ学部として、ช明開化のஏ・ԥශにҒ置する国立大学

ならではのஏҮやֆとつながる実ભ的で進的なΩリキュラムをἩ͓、ݟ内各教育委員会等
と連携した教員及び教員研रなどを通じ、ήローΩϩな視点から教育のາཔをり୕くこ
とので͘る人ࡒをഒड़することを目指しています。

• 教育学研究Ռɼ教৮大学院
教育実ભ専ߊと߶度教職実ભ専ߊ（教職大学院）の2専ߊを運営しています。
教育実ભ専ߊには、教育科学・教科教育学・教科内༲学をં合さͦ、たな教育理೨や教育

方法を開しυδンするʰ教育υδンαースʱと、特พ支援学ߏ教།専र໖ڒয়取ಚやྡ
জ心理࢞の֪ࣁなど߶度な専的能ྙの֭ಚを目的とするʰ特พ支援教育・ྡজ心理学αー
スʱの2αースがあります。
も͑一つの߶度教職実ભ専ߊはいわΑるʰ教職大学院ʱで、ஏҮ・学ߏの์͓る教育՟ୌを

共༙し、学ߏ経営の中֫として༄で͘る教員とۅ的に学ߏͰくりに参画で͘る教員の
及び育を目指しています。

教育学部（教育学研究Ռを）のݺพࡔແ情報
（ܯྋよΕ集ࣁແঀනιήϟンφࡔ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,126,857
２.学ਫ਼ۜफӻ 823,368
फफӻހࣙ.̑ 4,531
̒.外部ۜࣁफӻ 61,647
ۜफӻر.̓ 8,578
６.施設整備費फӻ 39,130
７.ͨのଠफӻ 17,385
ܯ 2,081,498

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 227,638
２.研究経費 96,269
̑.Ҳൢ؇理費 21,328
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,315,503
６.৮員人݇費 168,929
ܯ 1,829,669

教育学ܧ ～教育学部・教育学研究科・教職大学院・学ߏ～
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• יঘ・学ߏ
ঘ中一ؑの研究कୌとしてʰࣙ立にかいたく

ましくਫ਼͘るࣉಒ・ਫ਼ైの育を目指す教育の充
実ʱを͝ܟ、Ωリキュラムυδン・द業υδ
ンに取り組Ξでいます。Ϥネスαスέーϩにも
定されています。

教育学部学ߏのݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 867,807
２.学ਫ਼ۜफӻ 5,395
फफӻހࣙ.̑ 2,955
̒.外部ۜࣁफӻ -
ۜफӻر.̓ 37,237
６.施設整備費फӻ -
７.ͨのଠफӻ 46,441
ܯ 959,836

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 153,774
２.研究経費 -
̑.Ҳൢ؇理費 518
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,142,630
６.৮員人݇費 127,560
ܯ 1,424,483

• 横浜ঘ学ߏ
和と౹一のある人間性かなࢢどもの育を

目指しています。ߕを一するࢃघのٲの上で、
༓ୣとかかわりながら、ʰ共に学びをつくりあ͝
るࢢどものࢡʱを௧い求めながら教育ಊを行っ
ています。

• 横浜学ߏ
ฑ23年度からはݟ立ޭྗ߶等学ߏと中߶連携

入ࢾが࢟まり、ঘ中߶大連携を推進しています。
また、PC1人1ୈの環境の中で、ICT用と進的
なद業研究が特৯です。

• ಝพࢩԋ学ߏ
ʰやさしい心じΒ͑な体がΞばるྙʱを教育

目標として͝ܟ、一人ͽとりのୣや্がいのয়
ସ、特性等に応じた教育を実ભし、各ࣙのՆ能性
を最大限に৵ばし、ࣙ立とऀ会参Յにච要なஎࣟ、
ٗ能及びସ度をっています。

〇学ߏ

教育学ܧ ～教育学部・教育学研究科・教職大学院・学ߏ～
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• יঘ・学ߏ
ঘ中一ؑの研究कୌとしてʰࣙ立にかいたく

ましくਫ਼͘るࣉಒ・ਫ਼ైの育を目指す教育の充
実ʱを͝ܟ、Ωリキュラムυδン・द業υδ
ンに取り組Ξでいます。Ϥネスαスέーϩにも
定されています。

教育学部学ߏのݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 867,807
２.学ਫ਼ۜफӻ 5,395
फफӻހࣙ.̑ 2,955
̒.外部ۜࣁफӻ -
ۜफӻر.̓ 37,237
６.施設整備費फӻ -
７.ͨのଠफӻ 46,441
ܯ 959,836

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 153,774
２.研究経費 -
̑.Ҳൢ؇理費 518
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,142,630
６.৮員人݇費 127,560
ܯ 1,424,483

• 横浜ঘ学ߏ
和と౹一のある人間性かなࢢどもの育を

目指しています。ߕを一するࢃघのٲの上で、
༓ୣとかかわりながら、ʰ共に学びをつくりあ͝
るࢢどものࢡʱを௧い求めながら教育ಊを行っ
ています。

• 横浜学ߏ
ฑ23年度からはݟ立ޭྗ߶等学ߏと中߶連携

入ࢾが࢟まり、ঘ中߶大連携を推進しています。
また、PC1人1ୈの環境の中で、ICT用と進的
なद業研究が特৯です。

• ಝพࢩԋ学ߏ
ʰやさしい心じΒ͑な体がΞばるྙʱを教育

目標として͝ܟ、一人ͽとりのୣや্がいのয়
ସ、特性等に応じた教育を実ભし、各ࣙのՆ能性
を最大限に৵ばし、ࣙ立とऀ会参Յにච要なஎࣟ、
ٗ能及びସ度をっています。

〇学ߏ

教育学ܧ ～教育学部・教育学研究科・教職大学院・学ߏ～

• ΩリキュラムのϪトスϘシϡラκーシϥンܗ教育プロ
ήラムの広報を行い、ण਼ंݩͺ1023໌Ͳ͍Εणݩഔ率ͺ
3.42ഔɽΉたɼࢴ費ཻ学ਫ਼のंبࢦͺ定員8にଲ͢ͱ28໌
（3.5ഔ）ͳ͵Ε߶ഔ率をң࣍することがで͘、߶いྙをඍ͓た
入学ਫ਼たͬを多数͓ܶることがで͘ました。（経ࡃ学部）

• ॵ年࣏導入教育を中心としたܩକ的͵ΩリΫϣϧム改વによΕ改組にർ΄ͱྒྷं਼͗ݰঙ
（2016年度9ˍ→2019年度7%）（経営学部）

• 経営学部の研究者を中心とした共革ξψϝέス研究Ϥωρトにおいて、８ฦの国ڠࡏஸช
を執ජし、組織内外にわたるஎࣟやٗढ़のҢ・共༙のメΩωθムをմ明する研究を大͘く進ఴさ
ͦることにつながりました。（経営学部）

〇ऀ会Ռ学ܧ部ۃのϝッシϥン
• 学部においては、経ऀࡃ会の問ୌを体ܧ的にࣟ・理մす
る能ྙ等、実ભ的ʰஎʱをਐにつけてήローώϩに༄す
るϑジネス人ࡒをします。

• 大学院においては、ήローώϩ࣎େのもとで、ऀ会科学
の経ࡃ学・経営学等の学問における߶い専性をਐに
つけるとともに、ೖຌة業のఴ開によるΠジΠにおける人
環境に適応で͘るࡃऩ要のଁՅに対応し、ҡなるऀ会経ࡒ
広い専எࣟを༙するスϘシϡリストとしての能ྙを༙
する߶度専職業人・研究者をします。

• 経ࡃ学・経営学等における߶い研究実をいかし、大
学ಢࣙに研究ڎ点を構築し、全学的にۨ的かつ組織的に
研究を推進します。

〇ྫݫ೧ౕ ऀ会Ռ学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果

〇ऀ会Ռ学ܧのࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,307,904
２.学ਫ਼ۜफӻ 1,663,474
फफӻހࣙ.̑ 10,831
̒.外部ۜࣁफӻ 59,288
ۜफӻر.̓ 41,517
６.施設整備費फӻ 222
７.ͨのଠफӻ 7,959
ܯ 3,091,198

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 240,870
２.研究経費 146,685
̑.Ҳൢ؇理費 18,057
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,520,610
６.৮員人݇費 270,438
ܯ 2,196,662

経ࡃ学部 Ԧयӵޢ౾会の様ࢢ

経営学部
業経営者の方々をডいたद業ة

• YNU横浜経営ंの会 ࿊࠴ߪܠʰ経営ं͗ޢる͞Η͖Δの
業の経営のة。ߪ戦略ͳऑंへのϟッιーζʱۂة
方々から、学部ਫ਼にけてٝߪをしていただ͘ました。２
１２名もの学ਫ਼がསरし、ة業を取りתく経営環境への理
մ、学ਫ਼ຌ人にとってのগཔのम業の選ࢸをଁやすた
めの提となる各業ֆの理մをめることがで͘ました。
（経ࡃ学部）

ऀ会Ռ学ܧ ～経ࡃ学部・経営学部・国ऀࡏ会科学ැʙ国ऀࡏ会科学研究院～
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〇ऀ会Ռ学ܧ ֦部ۃの֕གྷᶅ
• 経ࡃ学部
৯͖ͲɼཀྵͳࣰແώϧϱηखΗͪࡏࠅ෨ͺɼָࡃܨ

͢ͱָ̏ՌରݡүΝΌͱ͏Ήͤɽ2017೧4݆͖Δͺૌ৭Νگ
ͳ͢ɼॵڅϪϗϩͲͺָࡃܨેخΝָ͚߁;ɼڅϪϗϩ
Ͳͺकʀ෯Νָਫ਼ࣙΔ͗મ͢ͱΝਐͶͯ͜Δ
ΗΖΩϨΫϣϧϞͳ͢ͱ͏ΉͤɽӵޢͶΓΖՌΝखΕ
ΗɼήϫʖώϩऀճͲ௪༽ͤΖࣰભదαϝϣωίʖεϥϱྙ
Νү͞ͳͲɼήϫʖώϩԿԿͶଲԢͲ͘ɼऀࡃܨճͶ
όϗʖεϥϱΝͪΔͤਕࡒΝү͢ͱ͏Ήͤɽ

• 経営学部
ԥශཱིࠅָͲͺ౨ೖຌཱིࠅָͲ༏ҲɼܨӨָ෨

Νઅ͢ͱ͏Ήͤɽήϫʖώϩ͵ಊʀڟ૬Ͳϑζ
ϋηΝҒͰ͜Ζ͞ͳ͗Ͳ͘Ζʰήϫʖώϩϑζϋηଊ
ԢྙʱɼϑζϋηΝΌ͛Ζ՟ୌΝસର࠹నࢻ఼Ͳఈٝ͢ɼ
λϨϣʖεϥϱΝҌͲ͘Ζʰϑζϋη౹ੵྙʱɼ
ɼऀճรַΝ͢౹ద͵எΝࡏӨ؏఼͖Δָܨۂة
Νү͢ࡒਕͪͮ࣍Ͳ͘ΖʰόϗʖεϥϱྙʱΝߨࣰ
ͱ͏Ήͤɽ

経営学部のݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 2,609
２.学ਫ਼ۜफӻ 764,559
फफӻހࣙ.̑ 9,142
̒.外部ۜࣁफӻ 52,302
ۜफӻر.̓ 1,774
６.施設整備費फӻ 222
７.ͨのଠफӻ 2,998
ܯ 833,608

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 94,162
２.研究経費 64,267
̑.Ҳൢ؇理費 5,392
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 16,516
６.৮員人݇費 16,154
ܯ 196,493

経ࡃ学部のݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 298
２.学ਫ਼ۜफӻ 673,493
फफӻހࣙ.̑ 1,689
̒.外部ۜࣁफӻ 1,559
ۜफӻر.̓ 1,100
６.施設整備費फӻ -
７.ͨのଠफӻ 4,001
ܯ 682,142

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 52,068
２.研究経費 17,681
̑.Ҳൢ؇理費 8,506
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 9,128
６.৮員人݇費 13,371
ܯ 100,757

ऀ会Ռ学ܧ ～経ࡃ学部・経営学部・国ऀࡏ会科学ැʙ国ऀࡏ会科学研究院～
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国ऀࡏ会Ռ学ැʙ国ऀࡏ会Ռ学研究院のݺพࡔແ情報
（ܯྋよΕ集ࣁແঀනιήϟンφࡔ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,304,997
２.学ਫ਼ۜफӻ 225,421

फफӻހࣙ.̑ -
̒.外部ۜࣁफӻ 5,426
ۜफӻر.̓ 38,643

６.施設整備費फӻ -

７.ͨのଠफӻ 959
ܯ 1,575,447

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 94,640

２.研究経費 64,735

̑.Ҳൢ؇理費 4,157

̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,494,965

６.৮員人݇費 240,912

ܯ 1,899,411

〇ऀ会Ռ学ܧ ֦部ۃの֕གྷᶆ
• 国ऀࡏ会Ռ学ැʙ国ऀࡏ会Ռ学研究院

๑ָࡃܨࡏࠅӨָʀܨʀָࡃܨӅͺɼڂݜճՌָැʀऀࡏࠅ
ͳ͏͑3ߊΝ༙͢ɼऀճՌָ༧దگүڂݜΝΌͱ͏͚
ͳͳͶɼࡏࠅ͍Ζࣰભద͵گүैࣰΝਦΕɼήϫʖώ
ϩ࣎େͶٽΌΔΗΖਕࡒүΝͮߨͱ͏Ήͤɽ
үϕگͶΓΖޢԥஇదϕϫήϧϞΏӵߊదঀୌͶଲԢͤΖྙΝүͤΖͪΌͶɼࡏࠅ

ϫήϧϞΝઅ͜Ζ͵ʹɼौೊͲରܧద͵སरରΝߑ͢ɼήϫʖώϩ͖ͯଡ༹͵ਕ͗ࡒೖʓ
ᛯຑͤΖɼϤωʖέ͵گүڧڂݜΝ͢ڛͱ͏Ήͤɽ
͠ΔͶɼܨӨָߊͲͺऀճਕरαʖηͳ͢ͱԥශϑζϋηηέʖϩʤYBSʥΝɼ๑૦ࣰ

ແߊͳ͢ͱ๑ՌָӅʤˠ����೧ָౕਫ਼ูॄంࢯʥ༶͢ͱ͕ΕɼΓΕࣰભద͵گүڂݜ
ఴ͢ͱ͏Ήͤɽ

ϑジネス
スέーϩ
（経営学専ߊ
ऀ会人専रαース）

法科大学院
（法૦実務専ߊ）

博士課程前期、横浜ビジネススクールでは、ビジネスパーソン対象の少人
数授業が平日夜間と土曜日に開かれます。経営に関する専門知識の深化と統
合によって、実務上の課題の解決に活かす実践的な経営学教育プログラムを
展開しています。

法૦実務専ߊ（法科大学院）は、かな学ढ़研究のϗースの上に法૦
教育をҒ置Ͱける΄くऀ会科学ܧ૱合大学院の一専ߊとして、開๎性を大
にし、かつ研究者教員と実務Պ教員とのື度のい連携協ྙにより、理的
かつ実ભ的な教育を௧究しています（2019年度 学ਫ਼ู集ం止）。

ΫϡϱϏη͖ΔͺΊ͵ͳΊΔ͏
ஏۢ͗ҲͲ͘ΉͤɽΊ͵ͳΊΔ
͏ஏۢεϱϚϩదݒͲ͍Ζϧ
ϱχϜʖένϭʖͶͺɼԥශϑζ
ϋηηέʖϩγτϧφΫϡϱ
Ϗη͢ڋͱ͏Ήͤɽ

ऀ会Ռ学ܧ ～経ࡃ学部・経営学部・国ऀࡏ会科学ැʙ国ऀࡏ会科学研究院～
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〇理学ܧ部ۃのϝッシϥン
• 実ભ的学ढ़の国ڎࡏ点を目指すとい͑方ਓの下、ψό・ుࢢから大وໝ構ଆ体までの広൜な
ڟ育の役ׄをՎたし、産業ࡒྋ科学などの߶度なٗढ़者や研究能ྙを༙する導的な人ࡒ
૬ྙ強化に߫ݛで͘る理ܧόϗーシϥン人ࡒを育します。

〇ྫݫ೧ౕ 理学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果

〇理学ܧのࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,807,539
２.学ਫ਼ۜफӻ 2,315,906

फफӻހࣙ.̑ 6,655
̒.外部ۜࣁफӻ 1,024,749
ۜफӻر.̓ 180,789

６.施設整備費फӻ 24,969

７.ͨのଠफӻ 225,709
ܯ 5,586,318

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 449,000

２.研究経費 1,279,695

̑.Ҳൢ؇理費 15,921

̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 2,031,009

６.৮員人݇費 614,404

ܯ 4,390,031

• 理ܧ学部教育の一環として、JABEEにେわる国ࡏ的なৄの
取ಚをݗ౾し、全学的にϤϋスαοΥΠプϫήϧムへのਅ੧を
ࣰ施しました。

• 令和元年度ദ࢞՟ఖ期ٝߪ科目において、ۊ教員が開ߪす
るՌの約93ˍをӵޢ化しました。

• 国ࡏ的ਭ६をಁま͓た教育改革を進め、大学院ٝߪの全ӵޢ
化などをめた、ήローώϩに༄で͘る理ܧ人ࡒを育す
る学部・大学院教育を目指してஇの改વ・充実を図ります。

• ࣙષと和した人ྪの共ଚをң࣍しఴさͦるため、ಢ的な
֕೨と研究घ法のଆによりたな学問と産業をड़し、こ
͑した研究ಊによるஎのଆをもとに学部のخ൭教育および
大学院の߶度専教育を行͑とともに、研究Վをऀ会にؒ元
し、それらのஎ的ఴに߫ݛします。

• すࣁ学研究院のଞ०教दがʰ国産ロίρト開に
る安定で正確なླྀ体計算法の研究ʱの業により、ช
部Ռ学大නঞ ऑघՌ学ंৈをणৈしました。

• ࢢ教दらが2019年６݆にනしたྖࡖ学研究院のঘ
ܩにؖͤるช͗ɼSpringer Natureの2019
Research Highlightsに選ばれました。

ঘࡖ教दනชより
https://www.nature.com/articles/s42005-019-0158-0

• 理学部を中心にఴ開しているROUTEプϫήϧム͗ޮӻऀ๑人ೖຌ学教育ڢ会͖Δช部
Ռ学大ৈをणৈしました。

理学ܧ ～理学部・理学ැʙ学研究院～
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〇理学ܧ部ۃのϝッシϥン
• 実ભ的学ढ़の国ڎࡏ点を目指すとい͑方ਓの下、ψό・ుࢢから大وໝ構ଆ体までの広൜な
ڟ育の役ׄをՎたし、産業ࡒྋ科学などの߶度なٗढ़者や研究能ྙを༙する導的な人ࡒ
૬ྙ強化に߫ݛで͘る理ܧόϗーシϥン人ࡒを育します。

〇ྫݫ೧ౕ 理学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果

〇理学ܧのࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 1,807,539
２.学ਫ਼ۜफӻ 2,315,906

फफӻހࣙ.̑ 6,655
̒.外部ۜࣁफӻ 1,024,749
ۜफӻر.̓ 180,789

６.施設整備費फӻ 24,969

７.ͨのଠफӻ 225,709
ܯ 5,586,318

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 449,000

２.研究経費 1,279,695

̑.Ҳൢ؇理費 15,921

̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 2,031,009

６.৮員人݇費 614,404

ܯ 4,390,031

• 理ܧ学部教育の一環として、JABEEにେわる国ࡏ的なৄの
取ಚをݗ౾し、全学的にϤϋスαοΥΠプϫήϧムへのਅ੧を
ࣰ施しました。

• 令和元年度ദ࢞՟ఖ期ٝߪ科目において、ۊ教員が開ߪす
るՌの約93ˍをӵޢ化しました。

• 国ࡏ的ਭ६をಁま͓た教育改革を進め、大学院ٝߪの全ӵޢ
化などをめた、ήローώϩに༄で͘る理ܧ人ࡒを育す
る学部・大学院教育を目指してஇの改વ・充実を図ります。

• ࣙષと和した人ྪの共ଚをң࣍しఴさͦるため、ಢ的な
֕೨と研究घ法のଆによりたな学問と産業をड़し、こ
͑した研究ಊによるஎのଆをもとに学部のخ൭教育および
大学院の߶度専教育を行͑とともに、研究Վをऀ会にؒ元
し、それらのஎ的ఴに߫ݛします。

• すࣁ学研究院のଞ०教दがʰ国産ロίρト開に
る安定で正確なླྀ体計算法の研究ʱの業により、ช
部Ռ学大නঞ ऑघՌ学ंৈをणৈしました。

• ࢢ教दらが2019年６݆にනしたྖࡖ学研究院のঘ
ܩにؖͤるช͗ɼSpringer Natureの2019
Research Highlightsに選ばれました。

ঘࡖ教दනชより
https://www.nature.com/articles/s42005-019-0158-0

• 理学部を中心にఴ開しているROUTEプϫήϧム͗ޮӻऀ๑人ೖຌ学教育ڢ会͖Δช部
Ռ学大ৈをणৈしました。

理学ܧ ～理学部・理学ැʙ学研究院～

〇理学ܧ ֦部ۃの֕གྷ
• 理学部
ཀྵָ෨ͺ3ָՌʤؽփʀࡒྋʀք༺ָܧՌɼԿָʀਫ਼ໍָܧՌɼ

਼ʀుࢢๅָܧՌʥ͖Δߑ͠ΗɼָՌͶگүͶଲԢ
ͪ͢10گүϕϫήϧϞʤEPʥ͍͗ΕΉͤɽેخՌͳญͦͱɼ
غگү՟ఖͲָਫ਼͗ཀྵ਼ܧָોΝਐͶͯ͜ɼͨޛ
ͪͮ࣍దιϱηΝָүΝण͜ΖΩϨΫϣϧϞͳ͵ͮͱ͏Ήͤɽگ
ཀྵָܧՌָंɼཀྵָదιϱηΝͮͪंڂݜָʀٗढ़ंүΝ
͢ࢨΉͤɽ

• 理学ැʙ学研究院
ཀྵָැͲͺɼ߶͏ྛཀྵ؏ͳήϫʖώϩͶ༄ͤΖͪΌͶචགྷ͵எ

ࣟͳྙΝക͏ɼཀྵָͳָྈ๏ιϱηΝඍ͓ͪཀྵܧਕࡒ
Νү͢Ήͤɽ
ദ࢞՟ఖغͲͺɼࣙΔͶ͕͜ΖՌͲകΚΗΖஎ

ࣟͳྙͶՅ͓ɼخ൭దָढ़ͶؖͤΖگ͏߁үͳɼಢద͵ٗढ़ͳ
எଆΝՆͶͤΖڂݜಊΝ௪ͣͱɼາஎୌͶଲ͢ͱ͏߁
Νү͢Ήͤɽंڂݜద͵இΝԾ͢ͱմ݀͑͢Ζٗढ़ंʀ૱͖Δौೊ͖ͯࢻ

理学ැʙ学研究院のݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 1,807,539
２.学ਫ਼ۜफӻ 540,987
फफӻހࣙ.̑ 270
̒.外部ۜࣁफӻ 1,024,749
ۜफӻر.̓ 180,789
６.施設整備費फӻ 4,719
７.ͨのଠफӻ 222,670
ܯ 3,781,724

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 308,218
２.研究経費 1,276,424
̑.Ҳൢ؇理費 15,827
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,985,420
６.৮員人݇費 613,860
ܯ 4,199,750

理学部のݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ -
２.学ਫ਼ۜफӻ 1,774,919
फफӻހࣙ.̑ 6,384
̒.外部ۜࣁफӻ -
ۜफӻر.̓ -
６.施設整備費फӻ 20,250
７.ͨのଠफӻ 3,039
ܯ 1,804,593

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 140,781
２.研究経費 3,271
̑.Ҳൢ؇理費 941
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 45,589
６.৮員人݇費 544
ܯ 190,280

ദ࢞՟ఖغޛͲͺɼࣙΔ୵͢ٽͪ͢ݡ՟ୌͶଲ͢ɼద͵ڂݜಊΝ௪͢ͱɼऀ͚߁ճ
Ͷण༲͠ΗΖ৶ྙͶΓΕָढ़ͳۂࢊ୕ΝͲ͘Ζਕࡒɼͤ͵Κͬɼόϗʖεϥϱ
ड़ͳఴΝ୴͑ଆ͖͵߶ౕ৮ۂਕϨʖξʖਕࡒΝү͢Ήͤɽ

理学ܧ ～理学部・理学ැʙ学研究院～
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〇ࢤՌ学ܧ部ۃのϝッシϥン〇ࢤՌ学ܧ部ۃのϝッシϥン
21
〇ࢤՌ学ܧ部ۃのϝッシϥン〇ࢤՌ学ܧ部ۃのϝッシϥン
21نの人ྪ͗खΕ組Ή͵͚ͱͺ͵Δ͵͏大͘͵՟ୌͳ͢ͱのʰࢤʱɽ2121نの人ྪ͗खΕ組Ή͵͚ͱͺ͵Δ͵͏大͘͵՟ୌͳ͢ͱのʰࢤʱɽنの人ྪ͗खΕ組Ή͵͚ͱͺ͵Δ͵͏大͘͵՟ୌͳ͢ͱのʰࢤʱɽنの人ྪ͗खΕ組Ή͵͚ͱͺ͵Δ͵͏大͘͵՟ୌͳ͢ͱのʰࢤʱɽ
ݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽ
ֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽ
ঙࢢ・߶ྺ化ɼգౕ͵情報化に͑ୌɽঙࢢ・߶ྺ化ɼգౕ͵情報化に͑ୌɽঙࢢ・߶ྺ化ɼգౕ͵情報化に͑ୌɽ
ঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽ
ڷ国のܻٺ͵経ࡃ長Ώߑۂࢊଆร化に͑ɼऀ会خ൭Ώਫ਼خ൭のྖ的・࣯的͵ैଏのڷ国のܻٺ͵経ࡃ長Ώߑۂࢊଆร化に͑ɼऀ会خ൭Ώਫ਼خ൭のྖ的・࣯的͵ैଏのڷ国のܻٺ͵経ࡃ長Ώߑۂࢊଆร化に͑ɼऀ会خ൭Ώਫ਼خ൭のྖ的・࣯的͵ैଏの
ୌɽ

ࢤにΉͯΚるさΉ͡Ή͵՟ୌをࢴたͬͺ์͓ɼΉたͨ͑͢た՟ୌにԢ͓るࢤのόϗーࢤにΉͯΚるさΉ͡Ή͵՟ୌをࢴたͬͺ์͓ɼΉたͨ͑͢た՟ୌにԢ͓るࢤのόϗー
シϥンをགྷ੧さΗͱ͏Ήͤɽシϥンをགྷ੧さΗͱ͏Ήͤɽシϥンをགྷ੧さΗͱ͏Ήͤɽ
͞のよ͑͵ഐܢのͳɼݒ学・ౖ学ͳ͏͑ࢤのύーχにؖΚる分ͳɼ人ช・ऀ会Ռ͞のよ͑͵ഐܢのͳɼݒ学・ౖ学ͳ͏͑ࢤのύーχにؖΚる分ͳɼ人ช・ऀ会Ռ͞のよ͑͵ഐܢのͳɼݒ学・ౖ学ͳ͏͑ࢤのύーχにؖΚる分ͳɼ人ช・ऀ会Ռ͞のよ͑͵ഐܢのͳɼݒ学・ౖ学ͳ͏͑ࢤのύーχにؖΚる分ͳɼ人ช・ऀ会Ռ
学ɼ国ऀࡏ会Ώช化・ܵढ़͵ʹλϓφにؖΚる分の๏Ͳɼࣰભを備͓た߶ౕՊの育学ɼ国ऀࡏ会Ώช化・ܵढ़͵ʹλϓφにؖΚる分の๏Ͳɼࣰભを備͓た߶ౕՊの育学ɼ国ऀࡏ会Ώช化・ܵढ़͵ʹλϓφにؖΚる分の๏Ͳɼࣰભを備͓た߶ౕՊの育
をͮߨͱ͏Ήͤɽ

〇ྫݫ೧ౕ ࢤՌ学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果

〇ࢤՌ学ܧのࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 594,906
２.学ਫ਼ۜफӻ 667,922

फफӻހࣙ.̑ 2,659
̒.外部ۜࣁफӻ 198,636
ۜफӻر.̓ 115,854

６.施設整備費फӻ -

７.ͨのଠफӻ 18,846
ܯ 1,598,826

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 142,649

２.研究経費 279,276

̑.Ҳൢ؇理費 2,676

̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 824,177

６.৮員人݇費 52,516

ܯ 1,301,296

• 都市科学部が重視しているόϗーシϥンを効果的に学͞ͳのͲ͘るՌをɼଠ学部向け
に๎͢ɼ全学的͵ช理༧教育を推進しました。令和元年度はʰ都市科学Aʱ、ʰ都市科
学Bʱ、ʰ都市科学Cʱ、ʰ都市環境リスέ共ਫ਼Aʱ、ʰ都市計画とި通ʱの５科目を全学
教育科目（όϗーシϥン科目）としてଠ学部ਫ਼けに開๎しました。

• 都市όϗーシϥン研究院では、市ޮ開࠴ߪを数多く実施し、多くのऀ会人の参Յをಚら
れました。
ʽൕڻの大͘かったޮ開࠴ߪʾ
ʰԥශݒ築都市学ʱ（ݒ築都市スέーϩY-GSAक催）
ʰ中ଞชඛʶຕౣ和 କՆ能なϠ࣍築υδンと都市ި通ʷາཔを築くϠϑリティのυδンーʱ（ʰݒ
ϑリティシステム研究ڎ点ʱक催）
ʰΠネί・スメリέࢱཔೖى೨ߪԍ リス・ϲΟン・ϖϩϘンとϛストϐューマン・ϓΟρシϥンυδ
ンʱ（都市ช化ܧY-GSCスタジΨक催）

• ʰࠉ൚ήϧϓΡテΡαンテスφ2019ʱの࠷
ʲ理の都市ʳをテーマにʰࠉ൚ήラϓィティαンテストʱ

を開催しました。4οームのΦントリーがあり、1οームが最༑
ऴৈࡠ、2οームが༑ऴৈࡠに選ばれました。最༑ऴৈࡠ
ʲ理の都市ʷ重合わͦのそのへʳは、あ͓て理の都
市それࣙ体をඵくのではなく、たつのघによってࣙષから人
がਫ਼されていくࠠಳとした͑りの͟と͘もの、あるい
は都市とࣙષとの和・共ଚの意ࣟを、都市のʰཝʱあるいは
ʰᡤʱのよ͑なઞࡑ性としてඵいたとこΘがപいです。

最༑ऴࡠ
ʰ理の都市ʷ重合わͦのそのへʱ

ࢤՌ学ܧ ～都市科学部・都市όϗーシϥン学ැʙ都市όϗーシϥン研究院～
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〇ࢤՌ学ܧ部ۃのϝッシϥン
21نの人ྪ͗खΕ組Ή͵͚ͱͺ͵Δ͵͏大͘͵՟ୌͳ͢ͱのʰࢤʱɽ
ݏࢤのڌ大化によるڧΏΦϋϩάーୌɽ
ֆ֦国のࢤに͕ける࣑・経ࡃ・ช化のՃのࠠ໐ɽ
ঙࢢ・߶ྺ化ɼգౕ͵情報化に͑ୌɽ
ঘࢤに͕ける人ླྀड़ɼࣙࢤ体のक़ݰɽ
ڷ国のܻٺ͵経ࡃ長Ώߑۂࢊଆร化に͑ɼऀ会خ൭Ώਫ਼خ൭のྖ的・࣯的͵ैଏの
ୌɽ

ࢤにΉͯΚるさΉ͡Ή͵՟ୌをࢴたͬͺ์͓ɼΉたͨ͑͢た՟ୌにԢ͓るࢤのόϗー
シϥンをགྷ੧さΗͱ͏Ήͤɽ
͞のよ͑͵ഐܢのͳɼݒ学・ౖ学ͳ͏͑ࢤのύーχにؖΚる分ͳɼ人ช・ऀ会Ռ
学ɼ国ऀࡏ会Ώช化・ܵढ़͵ʹλϓφにؖΚる分の๏Ͳɼࣰભを備͓た߶ౕՊの育
をͮߨͱ͏Ήͤɽ

〇ྫݫ೧ౕ ࢤՌ学ܧ部ۃの教育・研究ಊの果

〇ࢤՌ学ܧのࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 594,906
２.学ਫ਼ۜफӻ 667,922

फफӻހࣙ.̑ 2,659
̒.外部ۜࣁफӻ 198,636
ۜफӻر.̓ 115,854

６.施設整備費फӻ -

７.ͨのଠफӻ 18,846
ܯ 1,598,826

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 142,649

２.研究経費 279,276

̑.Ҳൢ؇理費 2,676

̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 824,177

６.৮員人݇費 52,516

ܯ 1,301,296

• 都市科学部が重視しているόϗーシϥンを効果的に学͞ͳのͲ͘るՌをɼଠ学部向け
に๎͢ɼ全学的͵ช理༧教育を推進しました。令和元年度はʰ都市科学Aʱ、ʰ都市科
学Bʱ、ʰ都市科学Cʱ、ʰ都市環境リスέ共ਫ਼Aʱ、ʰ都市計画とި通ʱの５科目を全学
教育科目（όϗーシϥン科目）としてଠ学部ਫ਼けに開๎しました。

• 都市όϗーシϥン研究院では、市ޮ開࠴ߪを数多く実施し、多くのऀ会人の参Յをಚら
れました。
ʽൕڻの大͘かったޮ開࠴ߪʾ
ʰԥශݒ築都市学ʱ（ݒ築都市スέーϩY-GSAक催）
ʰ中ଞชඛʶຕౣ和 କՆ能なϠ࣍築υδンと都市ި通ʷາཔを築くϠϑリティのυδンーʱ（ʰݒ
ϑリティシステム研究ڎ点ʱक催）
ʰΠネί・スメリέࢱཔೖى೨ߪԍ リス・ϲΟン・ϖϩϘンとϛストϐューマン・ϓΟρシϥンυδ
ンʱ（都市ช化ܧY-GSCスタジΨक催）

• ʰࠉ൚ήϧϓΡテΡαンテスφ2019ʱの࠷
ʲ理の都市ʳをテーマにʰࠉ൚ήラϓィティαンテストʱ

を開催しました。4οームのΦントリーがあり、1οームが最༑
ऴৈࡠ、2οームが༑ऴৈࡠに選ばれました。最༑ऴৈࡠ
ʲ理の都市ʷ重合わͦのそのへʳは、あ͓て理の都
市それࣙ体をඵくのではなく、たつのघによってࣙષから人
がਫ਼されていくࠠಳとした͑りの͟と͘もの、あるい
は都市とࣙષとの和・共ଚの意ࣟを、都市のʰཝʱあるいは
ʰᡤʱのよ͑なઞࡑ性としてඵいたとこΘがപいです。

最༑ऴࡠ
ʰ理の都市ʷ重合わͦのそのへʱ

ࢤՌ学ܧ ～都市科学部・都市όϗーシϥン学ැʙ都市όϗーシϥン研究院～

• ࢤՌ学部
ࢤՌָͳͺ͞Η͖Δࢤͺʹ͍͑Ζ΄͖͘ɼͳ͏͑॑གྷ͵

τʖϜͶɼՌָదͶखΕૌָͲͤɽ2017೧4݆Ͷઅ͠Ηͪ
ऀճʀชԿड़Ͷචགྷ͵ਕชऀճՌࢤՌָ෨ͺɼຳྙ͍Ζࢤ
ָΝָऀࢤճڠਫ਼ָՌɼଆద͵ݒΏڧࢤʀΉͬͰ͚Ε
ΝָݒָՌɼࢤಊΝ͓ࢩΖخ൭ࢬઅͶؖΚΖٗढ़ΏϜϋ
ζϟϱφΝָخࢤ൭ָՌɼࣙષ͕ڧΓ;ऀճڧϨηέΝ
ཀྵմ͢ɼ࣍କՆ͵ࢤͰ͚ΕΝָڧϨηέڠਫ਼ָՌ4ָՌ͖
Δߑ͠Ηͱ͏ΉͤɽชཀྵͶΚͪΖࢻ͏߁఼͖Δࢤາཔே
કͤΖਕʓΝү͢Ήͤɽ

• ࢤόϗーシϥン学ැʙࢤόϗーシϥン研究院
ࢤόϗʖεϥϱָැʀڂݜӅͺɼܻٺͶรԿͤΖࢤڧ

ͳชԿʀऀճΝگүڂݜҮͳ͢ͱ2011೧݆̒Ͷઅཱི͠ΗΉͪ͢ɽ
γητψϑϨτΡͳέϨΦτΡϑτΡΝΫʖϭʖχͶ͢ͱ͏Ήͤɽ
କՆ͵ఴͳɼଡชԿɼ࣍൭͖Δخࢤɼڧࢤɼݒ

ऀճ͗Ӏًͤ͘͞αϱϓϨέφΝଆదͶΕӿ͓ͱɼͨ;ٶ
ͪ͵ชԿʀऀճΝਫ਼Ίକ͜ΖଆࢤΝΌ͢͡ͱɼָढ़ڂݜͻ͖ΕͲͺ͵͚ɼࢤࡑݳͶ
͜ͱଡ༹͵ࢻ఼Ν͢ڛͱ͏͘Ήͤɽ

ࢤόϗーシϥン学ැʙࢤόϗーシϥン研究院のݺพࡔແ情報
（ܯྋよΕ集ࣁແঀනιήϟンφࡔ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 593,286
２.学ਫ਼ۜफӻ 178,703

फफӻހࣙ.̑ 337
̒.外部ۜࣁफӻ 198,636
ۜफӻر.̓ 115,854

６.施設整備費फӻ -

７.ͨのଠफӻ 17,167
ܯ 1,103,986

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 84,821

２.研究経費 278,323

̑.Ҳൢ؇理費 1,779

̒.教育研究ࢩԋ経費 -

̓.教員人݇費 813,454

６.৮員人݇費 50,023

ܯ 1,228,401

ࢤՌ学部のݺพࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻߴ ֻۜ

（ୱҒʁ千円）
̏.運営費ިۜफӻ 1,620
２.学ਫ਼ۜफӻ 489,219
फफӻހࣙ.̑ 2,322
̒.外部ۜࣁफӻ -
ۜफӻر.̓ -
６.施設整備費फӻ -
７.ͨのଠफӻ 1,678
ܯ 494,840

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 57,827
２.研究経費 953
̑.Ҳൢ؇理費 896
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 10,723
６.৮員人݇費 2,493
ܯ 72,894

ࢤՌ学ܧ ～都市科学部・都市όϗーシϥン学ැʙ都市όϗーシϥン研究院～

〇ࢤՌ学ܧ ֦部ۃの֕གྷ
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〇ڧ情報学ැʙڧ情報研究院のϝッシϥン
環境情報学ැは、ʰ環境ʱとʰ情報ʱをخに、安心・安全な࣍କՆ能ऀ会のを目指し

た教育研究を行います。ࠕೖのऀ会的՟ୌմ決に対応するために、環境情報学ැのخの１つ
であるʰ環境ʱを࣏の３つのଈがՆに重なり合ったものとଌ͓、それͩれに対応する専
。を置いていますߊ

〇ྫݫ೧ౕ ಊの果情報研究院の教育・研究ڧ情報学ැʙڧ

〇ڧ情報学ැʙڧ情報研究院のࡔແ情報
（ܯྋよΕ集ࣁແঀනιήϟンφࡔ）

फӻߴ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.運営費ިۜफӻ 770,266
２.学ਫ਼ۜफӻ 282,958
फफӻހࣙ.̑ 319
̒.外部ۜࣁफӻ 569,298
ۜफӻر.̓ 38,775
６.施設整備費फӻ 923
７.ͨのଠफӻ 57,438
ܯ 1,719,979

ߴड़ࢩ ֻۜ
（ୱҒʁ千円）

̏.教育経費 100,331
２.研究経費 571,727
̑.Ҳൢ؇理費 14,506
̒.教育研究ࢩԋ経費 -
̓.教員人݇費 1,052,867
６.৮員人݇費 75,172
ܯ 1,814,604

• ԥශ国立大学における重点研究܊の3（γώー・ハーχΤΥΠセキュリティ研究܊、
ンϓラストラέοϡリスέ研究܊、ऀ会Ճόϗーシϥン研究܊）における研究ಊを通
じて、年から大͘く数を৵ばし、̑̏ฦ（೧ർʶ２̒ฦ）の国ڠࡏஸชのනがあ
りました。

• 環境情報研究院におけるこれまでの教育研究ಊのடをɼຌ学のSDG̈́にͤࣁるखΕ組み
ͳ͢ͱΉͳΌɼޮනしました。

また、も͑１つのخであるʰ情報ʱも、ୱにαンϒュータから連される情報科学、情報
学にとどまらͥ、広く情報学の立から、ֆに意ັとをもたらし、ऀ会的なՃを
するものとしてଌ͓、環境情報学ැが์͓る全をؑくものと考͓ています。
環境情報学ැでは、この３つの環境の૮ࡠޕ用がਫ਼Ίड़す情報にخͰ͘、理ܧ・ชܧのを

͓て、たなऀ会的Ճをし、様々なで、安心・安全な࣍କՆ能ऀ会のに߫ݛ
で͘る人ࡒを育しています。

人ڧ
ϐトとϠόが
る環境ࡠ

ࣙષڧ
ࣙષが

提ڛする環境

情報ڧ
情報が

り上͝る環境ࡠ

• গ࢞ػػのਁ内य़೯Ӯ名人のཔ学
2019年7݆2ೖ（Ւ）に、গػのプロ࢞ػのਁ内य़೯Ӯ

໌人͗པ学さΗɼ਼理Ռ学の教員ͳ大学教育にগػのགྷ
ોをͤる͞ͳのՆ能にͯ͏ͱɼ意ިݡしました。
ຌ学のগػγーέϩऑཁ会でも指導対ۃをしていただ͘、
ೣなմઈをいただ͘ました。

গػγーέϩऑཁ会部員
との指導対ۃの様ࢢ

数理科学の教員とਁ内Ӯ名
人（ࣺਇ中ԟ）

ܧ情報ڧ ～環境情報学ැʙ環境情報研究院～
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〇Ռ学߶研究院のϝッシϥン
科学߶等研究院（Ｉnstitute of 

̘dvanced ̪ciences, 通সＩ̘̪）は、科学
ٗढ़の進ิとऀ会の要੧に応じたʰ実ભ的学
ढ़の国ڎࡏ点ʱとしてのຌ学の機能を一
ఴさͦるため、2014年10݆にଏしました。
科学߶等研究院は、ʰリスέ共ਫ਼学ʱ

を中心としたֆをリーχするຌ学の進的
な研究において、ք外の大学や研究機関、
ऀ会と連携しながら内外のஸ名な研究者を݃
集さͦ、学ढ़ܧのを͓た学ࡏ的Үに
おける実ભ研究の推進を通して、ֆ的研究
。することを目指していますܙ点をڎ

〇ྫݫ೧ౕ Ռ学߶研究院の教育・研究
ಊの果

〇Ռ学߶研究院のࡔແ情報（ࡔແঀනιήϟンφࣁྋよΕ集ܯ）
फӻ項目 ֻۜ

（ୱҒ：એԃ）
１.運営ඇިۜफӻ 69,863
２.学ਫ਼ۜफӻ -

फ入फӻހࣙ.３ 1,344
４.外部ۜࣁफӻ 277,203
ۜफӻر.５ 19,569

６.施設ඍඇफӻ -

７.そのଠफӻ 68,255
合計 436,236

支ड़項目 ֻۜ
（ୱҒ：એԃ）

１.教育経ඇ 3,552

２.研究経ඇ 279,348

３.一ൢ؇理ඇ 2,920

４.教育研究支援経ඇ -
５.教員人݇ඇ 202,439

６.職員人݇ඇ 38,674

合計 526,935

• ӵ男教दࡖ情報セキュリティ研究Ϥωρトのঘࢢྖ
ࢢྖ、らが2019年6݆にනした（務学研究院）
中ܩに関する研究Վのωュースリリースが、国ࡏ
的͵Ռ学ωϣースγφ EurekAlert! に͕͏ͱ2019
೧のԀལ਼ֆ 6Ғ（228,916ϑϣー）にϧンέ
ンしました。

〇Ռ学߶研究院のϝッシϥン

• 横浜ࢤভۃͳভ研究にؖͤるְॽをగ݃
ԥශ市内でਫ਼したՒࡄのݬҾやݧث・߶ѻΪスなどのݬ֒ࡄҾ

究明、ভ防ಊに関する学ढ़査・研究を推進し、ভ防ۃのخຌ目標
であるʰ安全・安心を実״で͘る都市Ϧαハマʱの実ݳに߫ݛします。

• 産学官連携αンλーシΠムFraDを設立
ۜഃஇによる多様な事ބを防͛ため、AI による革的なഃஇ画մੵٗढ़の֭ಚを目指

した、ࢊ学͗ׯ࿊͢ܠたαンλーシΠムʰϓϧέφήϧϓΡͳυΡープϧーωンήの༧研究
αンλーシΠム（FraD）ʱを設立しました。産業ֆと共同して、AI、特にυィープラーωンή
を用したଝউϠーχࣙಊพの組Ίの開を行͑とともに、߶度の専性をච要とするഃ
இմੵのٗढ़者・研究者のஎࣟやٗ能の上を目指します。

ְॽగ݃ࣞ
ԥශ市ভ防ۃ 長ۃ 様（ࣺਇࠪ）ࡖ∃

ԥශ国立大学 学長 長୫部༒一（ࣺਇӊ）

EurekAlertʄ研究Վωュースリリースより
https://eurekalert.org/pub_releases/2019-06/ynu-rti062519.php

IASの重点研究܊

Ռ学߶研究院

− 35 −



ͨのଠのख組

〇ϓッφϚーϩ改र事ۂ（横浜Ϝリόスࣞה会ऀ༹͖Δのرଅ）
横浜国立大学と横浜マリノス株式会社は２００７年に業務提携を結び連携しておりましたが、このたび本

学フットボール場に人工芝及び夜間照明設備を寄贈していただきました（本レポートの表紙にも掲載してお
ります）。

本学ではこれまでも、学生部活動団体から人工芝化の要望はありましたが、費用の面で実現が困難で
した。一方で横浜Ｆ・マリノスも、アカデミー（小・中・高校生の育成組織）の練習場の環境整備を検討してい
ました。

今回の寄贈により、⽇中は学生部活動団体等が、夜間は横浜Ｆ・マリノスアカデミーが練習場として活
用することにより、両者のニーズを⼀挙に解決することができました。

また、安全性の向上したグランドに改修していただいたことにより、地域のスポーツ振興と青少年の健全
な成長の促進が期待されます。

೨ࣞى τープΩρφ࣎の༹ࢢ 横浜ϜϨόスࣞהճऀ関ंܐのև༹と、ຌ学関ंܐ、
学ਫ਼ި͓てى೨ࣺਇ。

〇ੜ外ࣰस施設の体育ؙرଅ
教育学部では野外教育実習施設（山梨県清里）の利用を促進するために全体の利用計画を見直し、

広く全学に周知し施設の有効活用を図るため、従前の附属学校の利用に加えサークル、研究室、研修な
どの利用を促進しています。

その一環として今回、附属横浜小学校後援会である若梅後援会より、隣接する若梅後援会小体育館
を寄贈していただきました。

これにより、小体育館が天気の悪いときにアクティビティを維持する役割を持ち、野外教育実習施設全
体の利用価値を高め、全学への利用促進につながると期待しています。

ऑഗޛԋճ ঘର育ؙ ؏ ऑഗޛԋճ ঘର育ؙ ಼؏

施設のرଅ
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ͨのଠのख組

〇ϓッφϚーϩ改र事ۂ（横浜Ϝリόスࣞה会ऀ༹͖Δのرଅ）
横浜国立大学と横浜マリノス株式会社は２００７年に業務提携を結び連携しておりましたが、このたび本

学フットボール場に人工芝及び夜間照明設備を寄贈していただきました（本レポートの表紙にも掲載してお
ります）。

本学ではこれまでも、学生部活動団体から人工芝化の要望はありましたが、費用の面で実現が困難で
した。一方で横浜Ｆ・マリノスも、アカデミー（小・中・高校生の育成組織）の練習場の環境整備を検討してい
ました。

今回の寄贈により、⽇中は学生部活動団体等が、夜間は横浜Ｆ・マリノスアカデミーが練習場として活
用することにより、両者のニーズを⼀挙に解決することができました。

また、安全性の向上したグランドに改修していただいたことにより、地域のスポーツ振興と青少年の健全
な成長の促進が期待されます。

೨ࣞى τープΩρφ࣎の༹ࢢ 横浜ϜϨόスࣞהճऀ関ंܐのև༹と、ຌ学関ंܐ、
学ਫ਼ި͓てى೨ࣺਇ。

〇ੜ外ࣰस施設の体育ؙرଅ
教育学部では野外教育実習施設（長野県清里）の利用を促進するために全体の利用計画を見直し、

広く全学に周知し施設の有効活用を図るため、従前の附属学校の利用に加えサークル、研究室、研修な
どの利用を促進しています。

その一環として今回、附属横浜小学校後援会である若梅後援会より、隣接する若梅後援会小体育館
を寄贈していただきました。

これにより、小体育館が天気の悪いときにアクティビティを維持する役割を持ち、野外教育実習施設全
体の利用価値を高め、全学への利用促進につながると期待しています。

ऑഗޛԋճ ঘର育ؙ ؏ ऑഗޛԋճ ঘର育ؙ ಼؏

施設のرଅ

横浜国立大学に͕けるܗαϫナΤϩスへのଲԢ

令和２年５݆２５ೖ、ැからड़されていたʰٺە事ସઑ言ʱがմঈとなりました。
ԥශ国立大学でも様々なܙでܗαロψΤϩス״ઝ拡大防止にめ、関ܐ各ॶと連携しながら対
応を進めて参りました。この間、ຌ学の施策に͟協ྙくださいました学ਫ਼・保ޤ者のև様、教職員、
関ܐঀ機関のև様におかれましては、͟協ྙにありがと͑͟͡いました。
しかしながら、ғષとしてܗαロψΤϩスが全にफしたわけではなく、8݆には࠸び״

ઝ拡大のয়ڱがあらわれていました。ຌߚをࡠしている１０݆ࡑݳもなお、ਈઔݟ内ではຘೖ
数ॉ名وໝのوཇ性者が確されており、ܱվを؉められないয়ڱであると考͓ております。
ຌ学は、国立大学として、࣯の߶い教育を、安全・安心な教育環境の中で提ڛすることを第一の

責務と考͓ております。また同࣎に、ຌ学はऀ会に対する大͘な責任をෝっております。それらを
ಁま͓て৽重なݗ౾を重、しばらくはକくであΘ͑ݭしいΤϩス״ઝয়ڱをಁま͓、״ઝ拡大
防止の؏点から様々な対応を行ってまいりました。
令和2年度ॡ学期のद業開࢟ೖを５݆７ೖとし、9݆ೖまでΨンランによるԗֶद業を実施し

て͘ました。さらに、７݆から̖݆にかけてのوཇ性者数の拡大とい͑ݭしいয়ڱをಁま͓、学
ਫ਼・教職員の安全を第一に考͓、व学期につ͘ましても、Ӏ͘କ͘、Ψンランでのद業をݬଉと
することを決定しました。
令和3年度入学ݩࢾについてもݺพ学ྙݗ査は行わないことを決定しました。大รなۦॎの決இ

でありましたが、णݩਫ਼のև様が安心して入学ݩࢾにྡΊ、കった学ྙをضで͘る安全なの確
保がࠖೋであるとのஇです。
り方にࡑしていることをྒとして、しい学びや研究、ऀ会のݩ経ࠕ、がକ͘ますがڱしいয়ݭ

ついて、ևさΞとともにਇ伪に考͓てい͘たいと思います。
յのAcademic×Financialࠕ Report 2020 ではʰྡ࣎特集ʱとして、ԥශ国立大学におけるこれ

までのܗαロψΤϩスへの対応、ならびに研究機関としてのܗαロψΤϩスに対する戦い
について、͟報ࠄさͦていただ͘ます。

ಝ集࣎ྡ

ラストについて
のࡠਫ਼労働、れたとఽわる༱պʰΠマϑΦʱをϠοーϓにしたݳେに࣎ރߒ
ラストです。ਫ਼労働HPにてໃঊ配ාされています。ఽটでは、ΠマϑΦはӺ
බをୂࢆさͦるよ͑な予言をしたとされ、じて、ܗαロψΤϩスୂࢆのシ
ンϚϩのよ͑なଚࡑとしてもѽわれるよ͑になりました。ܗαロψΤϩスંৰ
確ΠプリʰCOCOAʱのًಊ画にも同じラストがあしらわれています。
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ʰܗαロψΤϩス״ઝ拡大防止に対するԥශ国立大学の行ಊ指ਓʱを定め、ޮනしています。
学内外の״ઝয়ڱ等に応じてʰஊ０ʱからʰஊ５ʱまでஊをけて、教育ಊ・研究ಊ・
入構制限などの全学的な対ॴ方ਓを定めています。
しくはこͬら https://www.ynu.ac.jp/hus/koho/24294/detail.html

ॡ学期द業ྋӀཚೖのԈ期などのી置にՅ͓て、学ਫ਼の学र・ਫ਼等に関する支援、ԗֶद業
のԃな実施等に関する支援をϏρίージとしたʰ横浜国立大学ٺە学रࢩԋ事ۂ YNU 
Emergency Study SUpport Package（YNU E-SSUP ーγップ）ʱ（૱ֻ2億円وໝ）を実施
しました。ԗֶٝߪणߪのための学र環境を͓るためのศࡃを要しないٺە支援ও学ۜやPCの
ୁ与などをとしています。学स環境の支援のΊならͥ、学ਫ਼けのໃঊでのৱྋ配ාやৱ事の提
。なども行いましたڛ
。କしてい͘ますܩなる運営ඇ等の見しを行い、Ӏ͘କ͘学ਫ਼支援をߍもޛࠕ

ʴYNU E-SSUP内༃ʵ
• ܗαロψΤϩス״ઝ拡大に͑学स環境ඍ支援ও学ۜ(給ܗ) 30ඨຬԃ
• （ܗ給）支援ও学ۜਫ਼ٺە 20ඨຬԃ
• όートϏλαンのୁ与 10ඨຬԃ
• ԗֶद業実施にܐる支援員（大学院ਫ਼等）のޑ用 65ඨຬԃ
• 各部ۃ等におけるԗֶद業のԃなणߪにܐるࡔ支援 50ඨຬԃ Άか

ଲॴ๏ਓ

ड़ಊࡔٺە YNU E-SSUP

E-SSUPにより実施した学ਫ਼け
ࢢৱྒ支援の様ٺە

配ාしたৱྒセρトのྭ

࢟ۜをرԋࢩ学ਫ਼ٺە
長期化が予されるαロψ対応にඍ͓、学ਫ਼支援ޛࠕ

のをߍに広͝るため、ܗαロψΤϩスにܐるʰە
。ۜʱをูらͦていただ͘ましたر学ਫ਼支援ٺ
このをおईりしまして、Ձଖ、ܗαロψΤϩス

にܐるʰٺە学ਫ਼支援رۜʱのटࢭに͟同いただけ
るよ͑、におبいਅし上͝ます。
և様におかれましてもݭしいয়ڱにある中でのおبい

となりにڬक़ですが、ど͑か͟支援ࣂりたく、おبい
さͦていただく࣏第です。

の๏๑にͯ͏ͱرۜへの͟رԋࢩ学ਫ਼ٺە
http://kikin.ynu.jp/contribution/howto_kinkyu/

すでに５એຬԃを͓る多ֻの͟رと大ร೦いメρセージをいただいております。
。ःਅし上͝ます״をいただ͘ましたև様には、心よりر͟
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“ ԗֶࡠϫϚッφٗढ़のΨンϧンҫ
ྏへのԢ用 ”

学研究院 Ծ௪

গཔにけたҫྏٗढ़開の一環として、ԗֶ
ࡠロϚρトٗढ़を援用したԗֶघढ़やԗֶৰਏ
といったΨンランҫྏに関する研究を進めてい
ます。
特に、Ӹෆなྙৰְのఽૻ機能をඍ͓たԗֶघ

ढ़ロϚρトや、ԗֶৰਏを実ݳするԽഀプロー
ϔૹ置など様々なҫྏ機حのࡠࢾ開をҫ学者と
協働して行っております。ޛࠕはऀ会実ૹにけ
た実ৄ研究を推進すると共に、これまでの研究実
をخに״ઝ対策ٗढ़への応用にもఴ開してい
͘ます。

“ 分ࢮգఖ(Branching Process)にଲͤ
るంࠃ࣎ࢯを用͏た౹ܯ的ݗ定 ”

国ऀࡏ会Ռ学研究院 ӮҬ್ܕ

Τィϩス״ઝのخຌϠυϩであるࢮգఖ
（Branching Process)のخຌ࠸ਫ਼産数に関してం止
都ښの研究を（定ݗ࣏）定ݗを用いる౹計的ࠃ࣎
大学経ࡃ研究ॶ等と共同で実施しています。
Τィϩス״ઝの確率Ϡυϩとしてのࢮգఖは、

国境ถ࠱してք外からの״ઝ者のҢ入がないϠυϩ
と、国境開いていると͘ք外からの״ઝ者のҢ入が
あるϠυϩにけられますが、ը々のघ法はどͬら
のϠυϩにも適用で͘るものです。

ܗαϫナΤϩス״ઝにଲͤるɼ研究ಊのखΕ組み

“ ܗαϫナΤΡϩスをΌ͛る๑ࡨ
に͖͖Κる ”

国ऀࡏ会Ռ学研究院 ؖ佐ࢢ

中ԟऀ会保ݧҫྏ協議会でܗαロψΤィϩス״
ઝに͑ҫྏ保ݧ制度の対応を協議し、YNUज़
ऀ会αンλーシΠムで年ྺࠫพなどωューόーマϩ
なऀ会について研究しています。
しているYNUज़ऀ会αンλーシΠムで࠽がकࢴ

は、withαロψ࣎େ、ωューόーマϩなऀ会におい
て、年ྺࠫพのないऀ会、্がい者といったώϩネ
ラϔϩな人たͬをめ͛る՟ୌ、テϪϭーέといった
しい働͘方、ࡀ用のあり方などについて、様々な
研究者とともに研究しています。

nϓΧφωέスٗढ़にخͰ͚ܗαϫ
ナΤϩスݗஎιンγの|

学研究院 ઔଢߧ

シリαンϓΧトωέスٗढ़を用いたܗαロψ
Τϩスݗड़ોࢢの開を目指します。ຌોࢢに
より、ॊཔのPCR法等とർֳして؈ҝ、迅速なか
つ߶״度なΤィϩスݗड़がՆ能となることが期ଶ
で͘ます。
これまでޭ通৶ٗढ़に用いられて͘たシリαン

ϓΧトωέスٗढ़をܗαロψΤϩス（SARS-
CoV-2）ݗड़ોࢢに応用します。

すでに報ಕ等で͟টஎの方もいらっしΎると思いますが、令和 3 年 2 ݆～3 ݆にຌ学で行͑予定
としていたݺพ学ྙݗ査は行わないこととしました。大学入学共通テストのಚ点及び一部の学部で
はड़࣎بに՟ୌの提ड़等により選ൊすることとしました。ܗαロψΤϩスの״ઝ拡大のफが
見通ͦない中、入学بࢦ者の安全とणݩ機会の確保を最༑するためです。
しくはこͬら https://www.ynu.ac.jp/exam/faculty/release/pdf/senbatsu_henkou.pdf

学ंમൊ๏๑のรߍ

ຌ学では、ʰ実ભ的学ढ़ʱをس求する研究大学として、大学のஎをࠕこそऀ会にؒ元していける
よ͑、ܗαϫナΤϩスͳの戦͏に߫ͤݛる研究へのࢩԋ進Όͱ͕Εɼྫ2೧ౕに͕͏ͱع
に約8ඨ万円を༩ࢋી置しております。ྏ࣑༂・ϭέοン等の開など防Ӻやҫ学的な対応が最༑
に求められることは間ҩいありまͦΞが、それにՅ͓て、ऀ会・経ࡃ・ช化のあり方やླྀ行फ
構築プロセスまでを見ੀ͓た学ढ़をఴさͦることが重要です。一部を়͟ղさͦていただ࠸のޛ
͘ます。
しくはこͬら https://www.ynu.ac.jp/special/topic/research01.html
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ඏྙではありますが、ԥශ国立大学がこれまでおこなって͘たܗαロψΤϩスへの対応につ
いて়͟ղさͦていただ͘ました。ここでは়͟ղし͘れまͦΞでしたが、教職員一人一人がいま
もݳでのとྙを重、なΞとか国立大学としての責務をՎたͦるよ͑、ྙをਜくしていま
す。
また、ॡ学期のद業をΨンランで実施していくなかで、झ々の՟ୌも見͓て͘ました。特に学

ਫ਼のևさΞの心ਐの݊߃に関することは大͘な՟ୌとしてࣟしています。
多くの制限やෝ担がକく中で、様々なや安、ストϪスを״じている方、またそ͑したさ

を״じつつも支援を求める༪༡がないとい͑方もいるのではないかと心配しています。
そ͑した方けのγϛート体制や૮૯も確保・強化しながら、学ਫ਼と教職員の安全・安心を

第一に考͓、ຌ学教職員一؛となって、Ӏ͘କ͘学ਫ਼のևさΞの学びをγϛートしてい͘たいと考
͓ています。

YNUಝڒのໃঊ๎事ۂ（ஏҮۂة向けCOVID-19ଲࢩࡨԋ）

ԥශ国立大学では、YNUஏҮ戦略としてʰஏҮ産業の৾ڷ及びஏҮऀ会のఴʱに取り組
΄く、ຌ学͗ฯ༙ͤるಝڒをҲ定ؔغにΚたΕໃঊ๎͢ɼஏҮۂࢊをࢩԋするとともに、そ
の特ڒに関連してஏҮة業・ݺ人事業者からの学ढ़指導、共同研究やण研究を拡大実施し、
ஏҮ産業の৾ڷ及びஏҮऀ会のఴに߫ݛしてい͘ます。
しくはこͬら https://www.ripo.ynu.ac.jp/company/cooperation/covid19_patent/

・ໃঊࣰ施のড়݇
ᶅCOVID-19対策支援を目的とし、ஏҮ産業の৾ڷとఴにࣁする実施内༲とします。
ᶆඉಢઐ的通実施権のڒଡ଼をݬଉとします。
ᶇਅࠒ者が特ڒ実施するために明者（ຌ学教員）との情報ި・ٗढ़指導及び研究開等を
をするこࠒ約等をพగ݃もしくは学ढ़指導のਅܘ約、ण研究ܘする合は、共同研究س
とになります。
ˠໃঊ開๎は最長で2022年3݆31ೖまでとしております。

ʴ問い合わͦʵ
産学・ஏҮ連携՟ எ的ࡔ産ܐ
（研究推進機構ʙ共同研究推進センター౫̥̗ʷ２）
ˡ240-8501 ਈઔݟԥශ市保ౖί୫ۢ൭ୈ79-5
̫̜̣：０４５ʷ３３̗ʷ４４５０
̝̘̯：０４５ʷ３３̗ʷ３０５７
E-mail : sangaku.chiteki˔@˔ynu.ac.jp（˔を外してください）
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2019年度に改रした都市科学部ٝߪ౫

ྫݫ೧ౕ

ແ情報ࡔ
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令和元年度 ୁई対লන

ୁई対লනは決算ೖ（3݆31ೖ）における、全てのࣁ産、ෝ࠶、९ࣁ産（ࣁ
ຌ）をࡎىし、ࡔয়ڱを明らかにするためのॽྪです。ཤӻの֭ಚを目的とし
ない国立大学のୁई対লනのෝ࠶、९ࣁ産にはࣁ産見ศר定やرۜ࠶務などの
。まれていますの科目が༙ݽ業会計にはないة

（単位：百万円）

H30 R1 増ݰ H30 R1 増ݰ
の部ࢊࣁ 109,239 109,484 245 ෝ࠶の部 18,788 19,579 790

産ࣁ定ݽ 106,289 105,825 ˜464 ࠶定ෝݽ 14,424 14,681 256

産ࣁ定ݽܙ༙ 104,934 104,391 ˜543 ࠶産見ศෝࣁ 9,600 10,088 488

ౖஏ 73,892 73,892 ʷ Ӏ当ۜ 4 4 0

ݒ 38,110 38,527 417 ୂ職給Ӏ当ۜ 1 1 ˜0

計ֻ等ྩ٭Ճঊݰ ˜17,078 ˜18,297 ˜1,219 そのଠのӀ当ۜ 2 2 0

構築 3,302 3,466 163 そのଠのݽ定ෝ࠶ 4,819 4,588 ˜231

計ֻ等ྩ٭Ճঊݰ ˜1,854 ˜2,009 ˜154 ླྀಊෝ࠶ 4,364 4,898 533

ඍ۫ح۫ 10,025 10,417 391 運営ඇިۜ࠶務 87 117 29

計ֻ等ྩ٭Ճঊݰ ˜8,386 ˜8,929 ˜542 そのଠのླྀಊෝ࠶ 4,276 4,780 504

そのଠの༙ݽܙ定ࣁ産 6,923 7,324 401 ९ࢊࣁの部 90,451 89,905 ˜545

そのଠのݽ定ࣁ産 1,355 1,434 79 ຌۜࣁ 97,453 97,453 ʷ

ླྀಊࣁ産 2,949 3,658 709 ැड़ۜࣁ 97,453 97,453 ʷ

及び༮ۜۜݳ 2,722 3,044 321 ຌ༪ۜࣁ ˜7,462 ˜8,232 ˜769

そのଠླྀಊࣁ産 226 614 387 ᶈ ཤӻ༪ۜ 459 683 223

ܯ 109,239 109,484 245 ܯ 109,239 109,484 245

क͵増ݰ内༲
① 教育講義棟6号館の大型改修等により、建物が前年度比４億円の増となっております。
② 建物の老朽化に伴う減価償却により、前年度比１２億円の減となっております。
③ 横浜マリノス株式会社からの人工芝等の寄贈により、前年度比１億円の増となっております。
④ 償還まで1年未満となった有価証券が増えた事により、前年度比３億円の増となっております。
⑤ 大型改修工事等に伴う建設仮勘定見返施設費の増加等により、前年度比４億円の増となっております。
⑥ 大岡IRと常盤台IRの履行義務負債の収益化による減少等により、前年度比２億円の減少となっております。
⑦ 施設整備費補助金等により取得した特定償却資産の減価償却により、前年度比7億円の減少となっており

ます。

（単位：百万円）

ᶉ

ᶊ

ᶋ

ᶅ

ᶆ

ᶇ
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令和元年度 ଝӻ計算ॽ

一会計期間(ຘ年4݆1ೖ～ཎ年3݆31ೖ)における全てのඇ用と全てのफӻをࡎى
して、経営য়ڱを明らかにするためのॽྪです。教育経ඇや研究経ඇなどの業務
実施͟とにඇやしたඇ用と運営ඇިۜफӻやद業ྋफӻなど業務を実施した
Վとしてのफӻにۢされます。

（単位：百万円）

H30 R1 増ݰ
経費用 18,211 18,052 ˜159
ແ費ۂ 17,335 17,013 ˜321
教育経ඇ 1,945 1,994 49
研究経ඇ 1,149 1,174 25
教育研究支援経ඇ 293 383 90
人݇ඇ 11,602 11,249 ˜353
ण研究ඇ 1,571 1,359 ˜211
共同研究ඇ 565 645 80
ण事業ඇ等 207 206 ˜1

Ҳൢ؇理費 873 1,017 144
ແ費用ࡔ 2 5 3
ଝࡸ 0 14 14

経फӻ 18,383 18,385 2
運営ඇިۜ等फӻ 8,281 8,198 ˜83
学ਫ਼ۜफӻ 5,836 5,764 ˜71
ण研究फӻ 1,573 1,362 ˜210
共同研究फӻ 570 648 77
ण事業等फӻ 209 206 ˜2
補ঁۜफӻ 159 108 ˜51
ۜफӻر 468 502 34
施設ඇफӻ 76 338 261
産見ศ入ࣁ 596 611 15
そのଠ 610 643 32

ଝࣨ࣎ྡ 109 29 ˜79
ཤӻ࣎ྡ 21 28 6
غ९ཤӻ 83 331 248
的立ۜख๊ 0 16 16
غ૱ཤӻ 83 348 264
※単位未満જりຽてのたी、়ੑપ等が়ॎなःৃ়がँります。

人件費
62%

教育経費
11%

R1৽ଞા৷
18,052百万円

研究経費
6%

受託研究費
8%

共同研究費
４%

受託事業費
１%

一般管理費
６%

教育研究
支援経費

２％

運営費交付金収益

45%

学生納付金収

益

31%

受託研究収益

7%

共同研究収益

4%

受託事業収益

1%

寄附金収益

3%

補助金等収益

1%

資産見返負債戻入

3%

施設費収益

1.84%

その他

3%

R1৽ଞઽஇ
18,385百万円

令和元年度の経फӻは年度ർ2ඨຬ
ԃのඏଁであったのに対し、経ඇ用は
ۊ教職員のݰঙ等による人݇ඇのݰঙ
等により、年度ർ1.5Աԃݰঙいたしま
した。その݃Վ、当期૱ཤӻは年度ർ
2.6Աԃଁの3.5Աԃとなりました。
ਫ਼したཤӻはช部科学大টޛ、

中期計画で定められたʰ安全で安心な教
育研究ಊの推進及び戦略的な大学改
革ʱのため、ཎ事業年度Ґ߳に༙効用
してまいります。
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令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（教育学部～都市科学部）

国立大学はࡔ務ঀනにおいてセήメントพのࡔ務情報も開ࣖしておりますが、ʰ大学ʱʰ
学ߏʱʰබ院ʱʰ法人共通ʱ等といった大くくりなୱҒとなっています。ԥශ国立大学
では、ฑ30年度決算より、さらにࡋな部ۃୱҒでの開ࣖを行っています。

（単位：円）

教育学部
教育学研究Ռ 経ࡃ学部 経営学部 理学部 ࢤՌ学部

経費用 1,774,622 100,757 196,485 190,280 72,894
ແ費ۂ 1,753,294 92,250 190,946 190,186 71,997
教育経ඇ 172,595 52,068 94,016 140,781 57,827
研究経ඇ 59,542 16,122 22,816 3,271 953
教育研究支援経ඇ - - - - -
人݇ඇ 1,459,923 22,500 21,811 46,133 13,216
ण研究ඇ 1,523 - - - -
共同研究ඇ 2,959 - - - -
ण事業ඇ等 56,751 1,559 52,302 - -

Ҳൢ؇理費 21,328 8,506 5,392 94 896
ແ費用ࡔ - - 146 - -
ଝࡸ - - - - -

経फӻ 2,081,498 682,142 833,608 1,804,593 494,840
運営ඇިۜ等फӻ 1,126,857 298 2,609 - 1,620
学ਫ਼ۜफӻ 823,368 673,493 764,559 1,774,919 489,219
ण研究फӻ 1,817 - - - -
共同研究फӻ 3,155 - - - -
ण事業等फӻ 56,674 1,559 52,302 - -
補ঁۜफӻ - - - - -
ۜफӻر 8,578 1,100 1,774 - -
施設ඇफӻ 39,130 - 222 20,250 -
産見ศ入ࣁ 17,385 4,001 2,998 3,039 1,678
そのଠ 4,531 1,689 9,142 6,384 2,322

Ӑ 国立大学ඥʴのᝠѦᜂᘙȷ˟ᚘؕแƴƭƍƯ ӑ
Ძ.国立大学のൿምƴƭƍƯ

国立大学Ƹ、16ࡇ࠰の国立大学ඥʴ҄ƴˤƍ国立大学ඥʴ˟ᚘؕแƕᢘဇƞǕƨƜƱƴǑǓ、Ӳ国立大学ඥʴưᝠѦᜂᘙሁǛ˺Ơ、πᘙƢǔƜƱƱƳǓǇƠƨŵ

Ƴお、国立大学ඥʴのɼƨǔಅѦƸᏋᄂᆮưƋǓ、˖ಅƱƸီƳǓփМǛႸႎƱƤƣ、ᢃփᝲʩ˄ሁǛӖƚƯಅѦǛܱƠƯƍǔƜƱƔǒ、ႩרᘖƕؕஜƱƳǔ
国立大学ඥʴཎஊの˟ᚘϼྸǛᘍƬƯƍǇƢŵ
Წ.ᝠѦᜂᘙƱƸ
ᲢᲫᲣ͈ݣༀᘙ
ൿምଐᲢ3உ31ଐᲣƴおƚǔ、μƯのင、ͺ、ኝငᲢஜᲣǛᚡ᠍Ơ、ᝠཞඞǛଢǒƔƴƢǔƨǊのưƢŵ
ᲢᲬᲣႩᚘᚘም
ൿምଐᲢ3உ31ଐᲣƴおƚǔ、μƯのင、ͺ、ኝငᲢஜᲣǛᚡ᠍Ơ、ᝠཞඞǛଢǒƔƴƢǔƨǊのưƢŵ ˖ಅ˟ᚘƴおƚǔႩᚘምの˺ႸႎƸ、˖

ಅのኺփጚǛଢǒƔƴƢǔƨǊƱƞǕƯƍǔɟ૾、国立大学ඥʴሁƸπσႎƳࣱǛஊƠ、МႩのྒࢽǛႸႎƱƤƣ、立ምǛЭ੩ƱƠƳƍƜƱƔǒ、国立大学ඥ
ʴሁƴおƚǔᢃփཞඞǛଢǒƔƴƢǔƨǊƱƞǕƯƍǇƢŵ

ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部に
は計上ͦͥ、各大学院に一ׇして計上してあります。
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令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（国ऀࡏ会科学ැ～科学߶等研究院）

国ऀࡏ会Ռ学ැ
国ऀࡏ会Ռ学研究院

理学ැ
学研究院

情報学ැڧ
情報研究院ڧ

ࢤόϗーシϥン学ැ
ࢤόϗーシϥン研究院 Ռ学߶研究院

経費用 1,899,411 4,196,098 1,814,112 1,228,200 527,001
ແ費ۂ 1,893,696 4,179,794 1,799,606 1,226,421 524,081

教育経ඇ 94,940 308,218 100,336 84,820 3,553

研究経ඇ 55,752 506,775 165,005 146,587 137,500

教育研究支援経ඇ - - - - -

人݇ඇ 1,733,814 2,462,288 1,012,171 816,613 92,547

ण研究ඇ 879 551,214 379,133 78,915 216,686

共同研究ඇ 8,115 328,010 137,697 66,553 73,252

ण事業ඇ等 193 23,286 5,262 32,929 541

Ҳൢ؇理費 5,714 16,304 14,506 1,779 2,920

ແ費用ࡔ - - - - -

ଝࡸ - - - - -

経फӻ 1,575,447 3,762,457 1,711,300 1,102,913 436,236
運営ඇިۜ等फӻ 1,304,997 1,807,539 770,266 593,286 69,863

学ਫ਼ۜफӻ 225,421 540,987 282,958 178,703 -

ण研究फӻ 968 629,076 417,016 93,818 204,542

共同研究फӻ 3,765 346,693 145,833 69,688 72,120

ण事業等फӻ 693 23,286 5,262 33,129 541

補ঁۜफӻ - 25,692 1,186 2,000 -

ۜफӻر 38,643 180,789 38,775 115,854 19,569

施設ඇफӻ - 4,719 923 - -

産見ศ入ࣁ 959 203,403 48,759 16,094 68,255
そのଠ - 270 319 337 1,344
ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部には計上ͦͥ、
各大学院に一ׇして計上してあります。

（単位：円）

ᲢᲭᲣǭȣȃǷȥȷȕȭーᚘም

ӓႩӏƼᝲဇƳƍƠ、МႩӍƸڂƱƍƏಒࣞƔǒᩉǕƯ、ɟ˟ᚘ᧓ƴおƚǔǭȣȃǷȥȷȕȭーᲢの්ǕᲣのཞඞǛଢǒƔƴƢǔƨǊƴ、ಅѦѣ、৲
ѣ、ᝠѦѣの3ƭのғЎƴЎƚƯإԓƢǔᚘምưƢŵ
ᲢᲮᲣ国立大学ඥʴሁಅѦܱǳǹȈᚘም
国立大学ඥʴሁのಅѦᢃփƴ᧙Ơ、国ൟのႏಮƴƝਃƍƨƩƍƯƍǔ᫇ǛᅆƢᚘምưƢŵ
ᲢᲯᲣൿምإԓ
国ƴおƚǔ˟ᚘᛐᜤؕแƴแơ、ྵɼ፯ǛؕᄽƱƠƭƭЈኛૢྸのᎋƑ૾Ǜ៊ǇƑ、ɟᢿႆဃɼ፯ǛӕǓλǕƯ国立大学ඥʴሁのᢃփཞඞǛإԓƢǔǋのưƢŵ

Ჭ.国立大学ཎஊの˟ᚘϼྸƴƭƍƯ
ᲢᲫᲣႩのרᘖ
国立大学ඥʴƸМႩのྒࢽǛႸႎƱƠƯƍƳƍƨǊ、ᡫࠝのᏋᄂᆮʙಅǛܱƢǕƹႩƕרᘖƢǔˁኵǈƴƳƬƯƍǇƢŵ
ᲢᲬᲣМႩのϼЎ

ኺᝲЪถǍᐯࠁӓλفьƳƲのኺփѐщƴǑǓМႩƕဃơƨئӳƸ、МႩのƏƪ、૨ᢿᅹ学大ᐫの১ᛐǛࢽǒǕƨǋのƕႸႎᆢ立ƱƠƯᆢǈ立ƯǒǕ、፻ࡇ࠰ˌ
ᨀƴ学ϋのᚨૢͳƳƲƴဇƞǕǇƢŵ
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令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（図ॽؙ～ஏҮ連携推進機構）

ਦॽؙ 研究推進機ߑ 情報戦略
推進機ߑ

国ࡏ戦略
推進機ߑ

ஏҮ࿊ܠ
推進機ߑ

長戦略
研究ιンνー

経費用 190,944 167,048 244,519 425,680 21,826 43,324
ແ費ۂ 174,212 154,930 233,132 423,064 21,826 43,167
教育経ඇ - 3,328 - 43,790 5,281 4,806
研究経ඇ - 33,337 - 8,619 2,773 3,235
教育研究支援経ඇ 119,640 - 192,358 - - -
人݇ඇ 26,160 80,662 40,774 341,298 10,658 34,177
ण研究ඇ 17,240 36,282 - - - -
共同研究ඇ 11,156 1,320 - - 190 -
ण事業ඇ等 14 - - 29,356 2,921 947

Ҳൢ؇理費 16,654 12,062 5,999 2,615 - 156
ແ費用ࡔ 77 - 5,386 - - -
ଝࡸ - 55 - - - -

経फӻ 25,490 47,674 38,217 271,903 18,817 18,974
運営ඇިۜ等फӻ - 13,219 25,398 228,504 15,119 7,616
学ਫ਼ۜफӻ - - - 5,772 - -

ण研究फӻ - 15,000 - - - -

共同研究फӻ - 6,600 - - 200 -
ण事業等फӻ - - - 29,356 2,921 947
補ঁۜफӻ - - - - - -
ۜफӻر 500 - 246 1,984 300 6,754
施設ඇफӻ - 195 4,950 - - -
産見ศ入ࣁ 21,489 7,759 7,623 1,557 276 16
そのଠ 3,501 4,899 - 4,728 - 3,640

ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部には計上ͦͥ、
各大学院に一ׇして計上してあります。

（単位：円）

ᲢᲭᲣငのӕࢽƱถ̖ΝҲ

ᢃփᝲʩ˄ưΝҲငǛទλƠƨئӳƸ、ငのفьȷྵのถݲǛᚘɥƢǔƱƱǋƴ、ᢃփᝲʩ˄ͺѦǛɟࡇžငᙸᡉᢃփᝲʩ˄ſᲢܭͺᲣƴਰ
ǓஆƑǇƢŵƦのࢸ、ถ̖ΝҲƱƱǋƴငᙸᡉᢃփᝲʩ˄Ǜถ᫇ƞǕƯƍƖǇƢƕ、žငᙸᡉᢃփᝲʩ˄λſƱƍƏӓႩᅹႸǛᚘɥƢǔƜƱƴǑƬƯ、
ႩƕרᘖƢǔˁኵǈƴƳƬƯƍǇƢŵ

Ხ.国立大学ඥʴ˟ᚘؕแᐯのɼƳᅹႸƴƭƍƯ
ᲢᲫᲣ င ᙸ ᡉ  ͺ

ᢃփᝲʩ˄ሁƴǑǓΝҲငǛӕࢽƠƨئӳ、࢘ᛆΝҲငの͈ݣༀᘙᚘɥ᫇Ʊӷ᫇Ǜᢃփᝲʩ˄ͺѦሁƔǒငᙸᡉͺƴਰǓஆƑǇƢŵᚘɥƞǕƨ
ငᙸᡉͺƴƭƍƯƸ、࢘ᛆΝҲငのถ̖ΝҲǛᘍƏ都ࡇ、ƦǕƱӷ᫇ǛငᙸᡉͺƔǒငᙸᡉλᲢӓႩᅹႸᲣƴਰǓஆƑǇƢŵ
ᲢᲬᲣᢃ փ ᝲ ʩ ˄  ͺ Ѧ
国Ɣǒʩ˄ƞǕƨᢃփᝲʩ˄のச̅ဇႻ࢘᫇ǛਦƠǇƢŵ

令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（保݊؇理センター～事務ۃ）

ฯ݊؇理
ιンνー

機ح分析
Ճιンνー

߶大ંକ・
全学教育

推進ιンνー
大学院教育強化
推進ιンνー 学ߏ 事ແۃ

経費用 85,775 129,994 39,207 33,882 1,479,529 3,190,745
ແ費ۂ 85,775 120,715 38,687 33,520 1,477,839 2,284,601
教育経ඇ 21,567 - 22,606 6,126 208,772 568,785
研究経ඇ - 82 - - - 12,543
教育研究支援経ඇ - 71,735 - - - -
人݇ඇ 64,207 48,896 16,081 27,393 1,269,067 1,608,805
ण研究ඇ - - - - - 78,001
共同研究ඇ - - - - - 16,465
ण事業ඇ等 - - - - - -

Ҳൢ؇理費 - 9,279 519 361 1,518 891,377
ແ費用ࡔ - - - - 171 78
ଝࡸ - - - - - 14,687

経फӻ 36,569 61,990 30,001 30,875 959,836 2,360,400
運営ඇިۜ等फӻ 36,346 33,278 27,034 30,501 867,807 1,236,647
学ਫ਼ۜफӻ - - - - 5,395 -
ण研究फӻ - - - - - -
共同研究फӻ - - - - - -
ण事業等फӻ - - - - - -
補ঁۜफӻ - - - - - 79,573
ۜफӻر - 393 - 374 37,237 50,043
施設ඇफӻ - - - - - 268,212
産見ศ入ࣁ 222 25,562 2,966 - 46,441 131,170
そのଠ - 2,755 - - 2,955 594,751 
ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部には計上ͦͥ、
各大学院に一ׇして計上してあります。

（単位：円）

ᲢᲭᲣಅѦᝲᲢᏋኺᝲᲩᄂᆮኺᝲᲩᏋᄂᆮૅੲኺᝲᲣ

ಅѦᝲƴƭƍƯƸ、国立大学ඥʴのಅѦƴᙲƠƨኺᝲǛਦƠǇƢŵᏋኺᝲƸ学ဃのᏋƴᙲƠƨኺᝲ、ᄂᆮኺᝲƸ国立大学のಅѦƱƠƯᘍǘǕƨᄂᆮƴᙲƠƨኺ
ᝲǛਦƠǇƢŵᏋᄂᆮૅੲኺᝲƸ、᧽ޓሁのཎܭの学ᢿƴޓƤƣ、ඥʴμ˳のᏋȷᄂᆮǛૅੲƢǔƨǊƴᚨፗƞǕƯƍǔᚨሁのᢃփƴᙲƢǔኺᝲǛ
ਦƠǇƢŵ
ᲢᲮᲣᢃփᝲʩ˄ӓႩȷ学ဃኛ˄ӓႩ
ᢃփᝲʩ˄のƏƪ、࢘のӓႩƱƠƯᛐᜤƠƨႻ࢘᫇ŵಅ૰ӓႩ、λ学૰ӓႩ、λ学౨ܭ૰ӓႩのӳᚘ᫇ŵ
ᲢᲯᲣငᙸᡉͺλ
ӕࢽƴငᙸᡉͺƕᚘɥƞǕǔΝҲငƴƭƍƯถ̖ΝҲᝲƕᚘɥƞǕǔ都࢘、ࡇᛆငᙸᡉͺƔǒӷ᫇ਰǓஆƑǒǕǔӓႩǛਦƠǇƢŵ
ᲢᲰᲣႸႎᆢ立ӕߐ᫇
Ⴘႎᆢ立ƔǒӕǓߐƠǛᘍƬƨ᫇ǛਦƠǇƢŵ
ᲢᲱᲣႩٳถ̖ΝҲႻ࢘᫇
ᜒؘǍ᬴ܱሁ、࢘ᛆᚨの̅ဇƴǑǓɟᑍƴӓႩのྒࢽƕʖܭƞǕƳƍငのถ̖ΝҲᝲႻ࢘᫇ǛਦƠǇƢŵ
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令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（図ॽؙ～ஏҮ連携推進機構）

ਦॽؙ 研究推進機ߑ 情報戦略
推進機ߑ

国ࡏ戦略
推進機ߑ

ஏҮ࿊ܠ
推進機ߑ

長戦略
研究ιンνー

経費用 190,944 167,048 244,519 425,680 21,826 43,324
ແ費ۂ 174,212 154,930 233,132 423,064 21,826 43,167
教育経ඇ - 3,328 - 43,790 5,281 4,806
研究経ඇ - 33,337 - 8,619 2,773 3,235
教育研究支援経ඇ 119,640 - 192,358 - - -
人݇ඇ 26,160 80,662 40,774 341,298 10,658 34,177
ण研究ඇ 17,240 36,282 - - - -
共同研究ඇ 11,156 1,320 - - 190 -
ण事業ඇ等 14 - - 29,356 2,921 947

Ҳൢ؇理費 16,654 12,062 5,999 2,615 - 156
ແ費用ࡔ 77 - 5,386 - - -
ଝࡸ - 55 - - - -

経फӻ 25,490 47,674 38,217 271,903 18,817 18,974
運営ඇިۜ等फӻ - 13,219 25,398 228,504 15,119 7,616
学ਫ਼ۜफӻ - - - 5,772 - -

ण研究फӻ - 15,000 - - - -

共同研究फӻ - 6,600 - - 200 -
ण事業等फӻ - - - 29,356 2,921 947
補ঁۜफӻ - - - - - -
ۜफӻر 500 - 246 1,984 300 6,754
施設ඇफӻ - 195 4,950 - - -
産見ศ入ࣁ 21,489 7,759 7,623 1,557 276 16
そのଠ 3,501 4,899 - 4,728 - 3,640

ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部には計上ͦͥ、
各大学院に一ׇして計上してあります。

（単位：円）

ᲢᲭᲣငのӕࢽƱถ̖ΝҲ

ᢃփᝲʩ˄ưΝҲငǛទλƠƨئӳƸ、ငのفьȷྵのถݲǛᚘɥƢǔƱƱǋƴ、ᢃփᝲʩ˄ͺѦǛɟࡇžငᙸᡉᢃփᝲʩ˄ſᲢܭͺᲣƴਰ
ǓஆƑǇƢŵƦのࢸ、ถ̖ΝҲƱƱǋƴငᙸᡉᢃփᝲʩ˄Ǜถ᫇ƞǕƯƍƖǇƢƕ、žငᙸᡉᢃփᝲʩ˄λſƱƍƏӓႩᅹႸǛᚘɥƢǔƜƱƴǑƬƯ、
ႩƕרᘖƢǔˁኵǈƴƳƬƯƍǇƢŵ

Ხ.国立大学ඥʴ˟ᚘؕแᐯのɼƳᅹႸƴƭƍƯ
ᲢᲫᲣ င ᙸ ᡉ  ͺ

ᢃփᝲʩ˄ሁƴǑǓΝҲငǛӕࢽƠƨئӳ、࢘ᛆΝҲငの͈ݣༀᘙᚘɥ᫇Ʊӷ᫇Ǜᢃփᝲʩ˄ͺѦሁƔǒငᙸᡉͺƴਰǓஆƑǇƢŵᚘɥƞǕƨ
ငᙸᡉͺƴƭƍƯƸ、࢘ᛆΝҲငのถ̖ΝҲǛᘍƏ都ࡇ、ƦǕƱӷ᫇ǛငᙸᡉͺƔǒငᙸᡉλᲢӓႩᅹႸᲣƴਰǓஆƑǇƢŵ
ᲢᲬᲣᢃ փ ᝲ ʩ ˄  ͺ Ѧ
国Ɣǒʩ˄ƞǕƨᢃփᝲʩ˄のச̅ဇႻ࢘᫇ǛਦƠǇƢŵ

令和元年度 部ۃพफ支য়ڱ（保݊؇理センター～事務ۃ）

ฯ݊؇理
ιンνー

機ح分析
Ճιンνー

߶大ંକ・
全学教育

推進ιンνー
大学院教育強化
推進ιンνー 学ߏ 事ແۃ

経費用 85,775 129,994 39,207 33,882 1,479,529 3,190,745
ແ費ۂ 85,775 120,715 38,687 33,520 1,477,839 2,284,601
教育経ඇ 21,567 - 22,606 6,126 208,772 568,785
研究経ඇ - 82 - - - 12,543
教育研究支援経ඇ - 71,735 - - - -
人݇ඇ 64,207 48,896 16,081 27,393 1,269,067 1,608,805
ण研究ඇ - - - - - 78,001
共同研究ඇ - - - - - 16,465
ण事業ඇ等 - - - - - -

Ҳൢ؇理費 - 9,279 519 361 1,518 891,377
ແ費用ࡔ - - - - 171 78
ଝࡸ - - - - - 14,687

経फӻ 36,569 61,990 30,001 30,875 959,836 2,360,400
運営ඇިۜ等फӻ 36,346 33,278 27,034 30,501 867,807 1,236,647
学ਫ਼ۜफӻ - - - - 5,395 -
ण研究फӻ - - - - - -
共同研究फӻ - - - - - -
ण事業等फӻ - - - - - -
補ঁۜफӻ - - - - - 79,573
ۜफӻر - 393 - 374 37,237 50,043
施設ඇफӻ - - - - - 268,212
産見ศ入ࣁ 222 25,562 2,966 - 46,441 131,170
そのଠ - 2,755 - - 2,955 594,751 
ˠ各学部と大学院の教職員は一部をঈ͘大学院（研究科、研究院）にॶしており、人݇ඇも学部には計上ͦͥ、
各大学院に一ׇして計上してあります。

（単位：円）

ᲢᲭᲣಅѦᝲᲢᏋኺᝲᲩᄂᆮኺᝲᲩᏋᄂᆮૅੲኺᝲᲣ

ಅѦᝲƴƭƍƯƸ、国立大学ඥʴのಅѦƴᙲƠƨኺᝲǛਦƠǇƢŵᏋኺᝲƸ学ဃのᏋƴᙲƠƨኺᝲ、ᄂᆮኺᝲƸ国立大学のಅѦƱƠƯᘍǘǕƨᄂᆮƴᙲƠƨኺ
ᝲǛਦƠǇƢŵᏋᄂᆮૅੲኺᝲƸ、᧽ޓሁのཎܭの学ᢿƴޓƤƣ、ඥʴμ˳のᏋȷᄂᆮǛૅੲƢǔƨǊƴᚨፗƞǕƯƍǔᚨሁのᢃփƴᙲƢǔኺᝲǛ
ਦƠǇƢŵ
ᲢᲮᲣᢃփᝲʩ˄ӓႩȷ学ဃኛ˄ӓႩ
ᢃփᝲʩ˄のƏƪ、࢘のӓႩƱƠƯᛐᜤƠƨႻ࢘᫇ŵಅ૰ӓႩ、λ学૰ӓႩ、λ学౨ܭ૰ӓႩのӳᚘ᫇ŵ
ᲢᲯᲣငᙸᡉͺλ
ӕࢽƴငᙸᡉͺƕᚘɥƞǕǔΝҲငƴƭƍƯถ̖ΝҲᝲƕᚘɥƞǕǔ都࢘、ࡇᛆငᙸᡉͺƔǒӷ᫇ਰǓஆƑǒǕǔӓႩǛਦƠǇƢŵ
ᲢᲰᲣႸႎᆢ立ӕߐ᫇
Ⴘႎᆢ立ƔǒӕǓߐƠǛᘍƬƨ᫇ǛਦƠǇƢŵ
ᲢᲱᲣႩٳถ̖ΝҲႻ࢘᫇
ᜒؘǍ᬴ܱሁ、࢘ᛆᚨの̅ဇƴǑǓɟᑍƴӓႩのྒࢽƕʖܭƞǕƳƍငのถ̖ΝҲᝲႻ࢘᫇ǛਦƠǇƢŵ

− 47 −



の推Ңڱແয়ࡔ
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ؔۂةとの共同研究ܘ約実

約݇数ܘ ዎ⣙金㢠䠄ⓒ䠅

2,303,228 2,064,505 2,043,791 1,868,172 1,945,140 1,994,223 

4,109,338 3,965,209 3,697,959 3,443,155 3,414,443 3,297,510 
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教育経ඇ 教育૮当人݇ඇ 学ਫ਼当教育経ඇ

外部֭ۜࣁಚয়ڱ 令和元年度は 㸯㸪㸰㸷㸷
݇

ˠ令和元年度の
学ਫ਼数は9,640人

学ਫ਼一人当たり教育経ඇ 令和元年度は 㸳㸲㸶㸪㸷㸱㸳ԃ

ˠ学部・大学院द業ྋは535,800ԃ
学ਫ਼一人当たり教育経ඇ ʻ （教育経ඇʶ教育૮当人݇ඇ） ÷ 学ਫ਼数

令和元年度 間ة業との共同研究ܘ約の推Ң

݇数
約ֻۜܘ
（ඨຬԃ）
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ਈઔݟ内ۂةとの共同研究ܘ約実

約݇数ܘ ዎ⣙金㢠䠄ⓒ䠅

݇数 約ֻۜܘ
（ඨຬԃ）

外部ۜࣁの֭ಚয়ڱですが、
共同研究とرۜを中心に、ॳ
にଁՅܑで推Ңしています。

この６年間で合計̗１７݇か
ら１ɾ２̗̗݇へと、３̖２݇
（４１ˍ）ଁՅしています。
々の教員の研究ՎにՃݺ

を見ड़していただ͘౦ࣁしてい
ただいたこと、また産学官連携
αンλーシΠムの設立等、外部
けた組織的取組がಚへ֭ۜࣁ
実を݃Ξでおります。

間ة業の特定՟ୌについて、大学の༑れた研究ྙを用し共同研究に取り組Ξでいます。
共同研究のܘ約実は、ฑ25年度と令和元年度のർֳでは、݇数で2.16ഔ（ܘ約ֻۜ2.62ഔ）にまで拡大し

ており、̰̥̬の研究ྙに大͘な期ଶをͦرていただいております。特にਈઔݟ内ة業との共同研究では、݇
数で2.34ഔ（ܘ約ֻۜ2.57ഔ）にまで拡大しております。これからもஏҮ産業の৾ڷとஏҮऀ会のఴに߫ݛし
てまいります。
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横浜国立大学基金ご寄附のお願い

学生支援の強化

～  使  途  に  関  す  る  基  本  方  針  ～

⇒学生修学支援基金（所得控除または税額控除）へ寄附

⇒横浜国立大学基金（所得控除）へ寄附

●　海外へ留学する学生への経済的支援

●　海外から本学へ留学する学生への経済的支援
⇒横浜国立大学基金（所得控除）へ寄附

遺贈によるご寄附 
ご自分が築き上げた財産の一部を母校
の発展や後輩達の育成を支援する事
で、社会に貢献することができます。

まずは横浜国立大学卒業生・基金室にご相
談ください。

古本募金

～  寄  附  の  方  法  ～

古本募金

ᙉ

 

ᙉ  

〈主な支援内容〉

⇒横浜国立大学基金（所得控除）へ寄附

●

〈主な支援内容〉

インターネットからのクレジットカード決済によりご寄附いただけます。

横浜国立大学
基金WEBサイトや、
スマートフォンからも
お申し込みいただけます。

横浜国立大学基金WEBサイトをご覧いただくか、
卒業生・基金室までご連絡ください。

現金のほか、株式や現物等の寄附も
受け付けていますので、ご相談ください。

で
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